
41

■ モ ノグラフ ・シ リー ズ／No.6(AJM-#1)

日本 の 「文化構造」の社会心理学的研究
－1966年 丙午年の出生激減現象の分析をとおして－

■担当執筆／井下 理・南 隆男・佐野 勝男

1966年(昭 和41年)の わ が 国 の 出 生 数 は ，136

万1千 人 で ， 前 年 に 比 べ て25.4%， 数 に して 約

50万 近 く 減 少 した 。 こ の年 の 日本 の 普通 出 生率

(人 口千 人 に 対 す る 出生 数)は ， ハ ン ガ リーの13.6

を わず か に上 まわ る13.7と ， ほぼ 世 界 の最 低 を 記

録 した の で あ る。 特 定 の年 に これ ほ ど急 激 に 出生

数 が 減 少 した事 例 は， 歴 史

的 に も世 界 的 に もほ か に 例

を み な い 。

 今 口， 世 界 の 多 くの 国 々

こ とに 発 展 途 上 国

は ， 「人 口転 換 」 プ ロセ ス

の なか で， 爆 発 的 な人 口増

加 の問 題 を か か え て い る。

そ の な か に は ， か な り強 力

な 人 口抑 制政 策 を と って い

る国 もあ る。 しか し， わ が

国は，1966年 当時，人口増加を 抑制するとい う

意図の下に，急激にして強力な出生抑制策をとっ

ていたわけではなかった。また，1966年 のその年

にかぎって，大 きな社会的 ・政治的 ・経済的変動

が存城したわけでもなく，生理学的，医学的，民

族衛生学的に顕著な変化が，日本人口に存在 した

わ け で もなか った。 に もか か わ らず ，1966年 に

は， 人 口動 態 統 計 始 ま って 以 来 の著 しい 出生 減 少

の事 実 が 記 録 され た の で あ る
。

これ は ， い った い 何 に よ る もの で あ ろ うか
。 こ

の1966年 の 出 生 激 減 現 象 は ， 「丙 午 」(ヒノエ ウマ)

の迷 信 が 信 じられ た こ との結 果 で あ る， とす る解

釈が一般には受け入れられ

ている。しかし，はたして

本当にそ う言え るのであろ

うか－ 一つの科学的検討

が要請される問題である。

本稿に報 告 され る研究

は，「丙午」迷信を1966年

の出生激減の主要因と確定

してよいか－ もしそ うで

あるとすれぽ，人々は，具

体的にどのような行動をと

っ て， 「丙 午 」 迷 信 に 感 応 した の か－ に つ い て ，

可 能 な 限 りの 既 存 の 人 口統 計 資 料 を とに 追 求 した

もの で あ る。 しか るの ち ，社 会 ・心理 学 的 諸 要 因

との 関 連 性 を も分 析 し， 日本 文化 に潜 む 「社 会 心

理 構造 」(societal structure of the Japanese

mind)を 抽 出す る こ とを 試 み て い る。
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1.は じめ に一一一一人 口現象 へ の

   社会心 理 学的 接近

 今 日， 人 類 は人 口問 題 ， 食 糧 問 題 ， 資 源 不 足 問

題 ， 環 境 汚 染 問 題 ， 南 北 問 題 ， 異 常 気 象 問 題 ， 人

種 問 題 等 の 諸 問 題 を か かaxて い る。 そ れ らは い ず

れ も ロー マ ・ク ラ ブ (Meadows， et. a1.，1972)

の指 摘 した よ うに， 人 類 の生 存 に切 迫 した問 題 と

な って い る。 そ の 中 で も人 口問 題 は， 他 の食 料 問

題 ， 資 源 不 足 問 題 ， 南 北 問 題 そ の 他 多 くの 問 題 の

い わ ば 基 とな って お り， そ の 重 要 さは きわ め て 高

い とい え よ う。 人 口問 題 と一 口に 言 う時
， そ こに

はHauser(1972)の 言 葉 を借 りれ ば， ① 人 口爆

発(Population explosion)， ② 人 口の偏 っ た集

中一 都 市 化 一・とそ れ に伴 う 諸 問 題 (population

irnplosion)及 び ， ③ 人 種 ， 宗 教 言 語 等 の 社 会

経 済 的 属 性 か らみ た人 口の異 質 化 の激 化(popula-

tion displosion)の 諸 問題 が存 在 す る
。 そ の 中 で

も人 口爆 発 の 現 代 的 問 題 は 特 に 出生 力 との 関 係 が

強 い。 「人 口転 換 過 程 」 を経 て ， 多産 多 死 の前 近

代型 か ら， 少 産少 死 の 現 代 先 進 諸 国 型 へ と 変 化

した人 口動 態 は， 主 と して 出生 力 の転 換 に よる も

の で あ る。 わ が 国 が この 人 口転 換 を 世 界 に も他 に

類 を 見 な い ほ どの 猛 ス ピ … ドで きわ め て 短 期 間 の

うち に 達 成 しだ こ とは ， 今 日世 界 の 驚 くと ころ で

あ る と 同時 に， 発 展 途 上 国 に と って は羨 ま しい と

ころ で あ る と いわ れ る(安 川 ，1965) 。 なぜ な ら

そ うした 人 口過 程 が 当事 国 の社 会 ・経 済 的 発 展 と

密 接 な関 連 を もつ か らに 他 な らな い 。上 田(1969)

は 次 の よ うに 述 べ て い る。

 開発途 上の国では，第2次 大戦後 に死 亡率は よ うや

 く低下 の傾 向を示 しているのに， 出生率はほ とん ど低

下 の傾 向をみせていないので，その 自然増加率は きわ

めて高い。 この人ii激 増 が，壮亅生率の低 下に よって，ど

の よ うに抑え られ，その開発 を進 め ることがで きるか

どうかは世界 の人 冂問題 として重 大な問題 である(p .

122)a

また ， 村 井(1968)は ，

 異常な出生減がひのえ うまとい う迷信に よって惹起

されたのは文明国 として必 ず しも自慢にな ることでは

ないが，ただやろ うと思えば一 挙に25%の 出生減 も可
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 能であることを実際に行なった点で，今日人口爆発に

 悩んでいるアジア・アフリカ諸国に勇気を与xた こと

 になるのではなかろうか(P.9)。

 と述べている。即ち，昔のように 「出生」を 「神

か らの贈 りもの」 として非人為的なものと考えた

 り，また人工的に操作すべ きことが らでないとす

る考え方か ら脱皮して，人 口は コントロール可能

なものであ り，現在の世界的規模で進展する人口

爆発を考慮に入れるとき，より積極的に，人 口は

人為的にコントロールすべ きものという考え方が

強 くなって きている。なぜならそれは食料不足，

エネルギー不足の問題とつながっているか らであ

る。将来，人口爆発の問題が今よりもっと人hに

認識され，切迫した問題となったとき，出生力を

人為的にどこまで下げられるかという問いに，「丙

午年の出生激減現象」の分析は一つの “鍵”を提

出しうるか もしれない。

 従来 「人口問題」とい うと，それは単に人口の

量的側面について多 く語 られていた。それが，人

口の質的側面，即ち，人口の生態学的分布，異な

る言語，文化，風俗，宗教，政治体制をもつ互い

に異質な人口集団の接触とその増加と拡大等をも

含めて認識されるようになってきた。それは科学

技術の発達，とりわけ交通運輸 ・情報通信技術の

目ざましい発達によってもたらされた 「地球世界

の縮少化」に伴い，地球上のさまざまな人口集団

相互間の相互作用の増大によるところ が 大 で あ

る。その結果，世界の経済 ・社会 ・文化は互いに

きわめて密接に関連 し相互依存関係を深め互いの

影響力を強めている。このような 「人 口の異質化」

population displosion)の 問題 も含めて，人口現

象は今まで以上に，さまざまな学問の協力的な研

究開発がおし進め られていかなけれぽならないで

あろう。なぜなら，人口はきわめて複雑な現象で，

その動向は自然的・生物的過程に規定されなが ら，

さまざまの経済的 ・社会的 ・文化的条件 とか らみ

あって変化 しているか らに他ならない。 しかしな

が ら，「日本における人口研究はおもに経済学の領

域において行われてきた」(舘，1964)といわれるよ

うに，社会学あるいは社会心理学の領域からの人

口現象研究は，日本ではあま り盛んではない。 し
かしながら，富田(1967)も 述べる如 く「人 口現象
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が，人間の意味連関のなかでの意味的態度の結果

であ り，階層的 ・民族的要因のような社会学的要

因や社会学的過程のなかでの事実である」以上，

この本質を追求するためには社会学的 ・社会心理

学的研究を必要とするのである。

 ところで， 「丙午」の現象それ自体はさまざま

な角度から取 り上げることが可能である。文化人

類学的にも，また民俗誌学的にも，あるいは比較

宗教学的にも研究 され うるものであろう。一方，

社会心理学的アプローチの一つとして，丙午迷信

を人hの 社会不安とそれへの対応，あるいは現代

人の同調行動 としてとりあげることもできよう。

迷信に動かされる心理を，精神分析学的に接近 し

研究することもできるだろ う。

 1966年 の出生統計が明らかになるに及んで，と

りわけ1967年 および1968年 の2年 間に，合計10本

近い 「丙午」にまつわる出生異常減少に関する論

文や研究報告が発表されている(山 口，1967；青木
・富沢，1968； 青盛，1968； 村井，1968； 山口 ・

金子，1968； 山下，1968な ど)。 また海外でなさ

れた，日本の丙午年の出生減少に関する研究に，

Azumi(1968)とKaku(1972)ら がある。例え

ぽ，山口 ・金子(1968)の 研究では，丙午年の 「特

異な出生率の激減が各年齢階級の特殊出生率でみ

た場合，どの ような変化を示しているか」が分析

され，また例えば，ホノルルの 「ハワイ地域医療

プログラム」に属する生物統計学者であ り疫学者

であるKaku(1972)の 研究では，丙午年をはさ

んだ前後の年の相対的出生増加の事実を問題とし

て， 「医師たちが，迷信を気にする親たちに協力

し，出生の登録操作に関与 したのではないか」と

の指摘を しているなどである。 これ らの 諸 研 究

は，本稿を通 して随時言及ない し引用されるので

ここではこれ以上触れないが，いずれに しても，

「丙午年の出生激減現象」は，わが国においても

また外国人研究者に よっても，それほど詳細に記

述 ・分析 ・報告されてはいないのである。

 「丙午年における出生激減」とい う現象を，一

つの研究対象 として とりあげた理由に，つ ぎの4

点があった。第1点 は，それが個人内の心理的過

程に密接に関連のある現象であること，第2に ，

広 く全国的に普及しているという点で，社会現象

として認めるに足る 「広が り」を具備 している点，

第3に ，研究対象として観察 ・測定が可能であ り，

ある程度の分析が可能なほど必要な資 料 が 存 在

し，それ らが入手可能であった点，そして第4点

として， 日本における1966年 の丙午年の出生激減

の現象それ自体の中に，研究されてしかるぺき意

味が内包されている，と考えたことが あ げ られ

る。実際， 「丙午迷信と出生激減との関連」研究

は，次の2つ の利点を内包してお り，それ らなく

しては，丙午年からすでに11年 たった1977年 の現

時点で本稿に報告する分析を扱いまとめることは

不可能であったろ ラと思われる。第1の 利点 とは

丙午迷信は，その対象期間の長さが，現代の暦の

上でも同 じ 「1年」にあたるので，観察の最低単

位期間が定め られ，測定に便利なことである。そ

のことが，厚生省の 「人口動態統計」及びその他

の統計記録を使って，丙午の影響度を観察するこ

とを可能にした。換言すれぽ，一般に流布した迷

信の対象期間が1年 ではな く，イ ンドやアフリカ

のタブーの ように数 日，数ケ月といった ように1

年未満のもの，あるいは逆に1年 以上の期間であ

るとすると，現行の暦の上での1年 間との間に差

が生 じて，年毎の記録や統計は，ひとつひとつ修

正 しなけれぽならず統計処理とデータの入手手続

きの煩雑さは増すぼか りであったろう。また場合

によっては適切なデータを得ることは困難であっ

たろうとも思われる。第2の 利点とは，前回の丙

午年にあたる1966年 は，ち ょうどその前年1965年

に国勢調査がおこなわれてお りその記録が残され

てお り，当時の日本社会の状態について多くの有

益な情報が入手可能であった， ということである

本研究の分析では1965年 の日本の国勢調査報告か

ら多くのデータを活用 している。

 このように丙午のもつ特性と，研究上の要請に

答え うる充分な統計的資料が整備されていたこと

は，本研究が遂行 されるにつき， きわめて恵まれ

た条件 として理解 されてよいことである。

II.丙 午 「迷信 」 と出生減 少

 さて，丙午迷信と出生激減現象との関連を分析

するに先立ち，い くつかの用語について簡略に触



れ て お く必 要 が あ る だ ろ う。 そ の ひ とつ は ， 今 ま

で 「丙 午 迷 信 」 とか 「丙 午年 」 な どの 言葉 を 用 い

て きた が ， い った い 「丙午 」 とは何 な の か一 ・に

関 す る私 達 自身 の， と りあ えず の見 解 ・態 度 で あ

り， あ と の い くつか は， 私 達 の 分 析 で 使 用 した

「指 標 」 の作 成 ・算 出 にか か わ る こ とで あ る。

 1.丙 午 「迷 信 」

 丙 午 とは ， も と も と， あ る一 定 の 考x方 に 基 づ

い た 年 の 呼 び 名 で あ る。 そ の 考 え 方 とは ， 十 干十

二 支 及 び 陰 陽 五 行説 で ， これ は 古 くは 中 国 か ら伝

来 した もの で あ り， 日本 固 有 の もの で は な い。 し

た が っ て ， 丙 午 それ 自体 は ，元 来 ， 単 な る暦 と 同

じで あ り， 年 を表 わす 記 号 で しか な く， それ に ま

つ わ る 「丙 午 年 生 まれ の女 性 は気 性 が強 く， 夫 を

くい殺 す 」な どの俗 信 は ，後 か ら付 与 され た もの と

考 え られ る。 沖 野(1969)に よれ ば この 俗 信 の 基

因 は 陰 陽 道 の 五 行 説 と十 干 十 二 支 説 注1にあ る とい

う。 そ れ に よ る と， 十 干 と十 二 支 との 組 合 せ か ら

六 十 干 支 が で き， 丙 午 は そ の43番 目に あ た る。 従

って60年 に 一 度 ， 丙 午 の年 は 巡 って くる 計 算 に な

る。 一 方 ， 中 国 に 古 くか ら存 在 す る 「万 物 は木 火

土 金 水 の五 原 素 に よって 成 り立 って い る」 と い う

五 行 説 と， ま た， 「す べ て の もの は， 陰 と陽 と い

う二 つ の側 面 を も って い る」 とす る陰 陽 道 と が，

十 干 十 二 支 と絡 み合 って ， 丙(ヒ ノ エ)は ， 火 の

陽(兄)と い う ことに な っ た。 火 の陽(兄)は 同

じ火 で も， 火 の 陰(弟)よ りも優 勢 で あ る と考xら

れ るの で あ った 。 そ れ が 丙 午 の そ もそ もの 語 の 起

こ りで あ る 。

 俗 信 と して の 「丙 午」 の ポ イ ン トは ，「丙 午年 生

ま れ の 女性 は生 ま れ つ き気 性 が 激 し く結 婚 相 手 と

す る に は ふ さ わ し くな い」 と い う こと で あ る。 そ

の為 この年 に生 まれ た女 性 は， 結 婚 適 齢 期 に な っ

て も “縁 遠 い” とい うこ とで あ る。 何 故 そ の よ う

な意 味 が付 与 され た のか ， そ の理 由は あ い まい で

あ り， 「丙 午 の 女 性 は 気 性 が 激 しい 」 とい う根 拠

注1)
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についての諸説にもくいちがいが存在する。にも

かかわらず，一般には，そ うした考えが広が り丙

午年生まれの女性が結婚から遠 ざけられるという

ことが起 こったのである。

 以上を要約 ・整理すれぽ以下のようである。

① 丙午はもともと月日の呼称にすぎず，動物の

 名前も後か ら覚えやすい ように付加しただけで

 あって語源的には何の関連もない。

② また，いつ頃から年号を十干十二支で呼ぶよ

 うになったかについても，その根拠について諸

 説があ りはっきりしない。

⑧ 丙午年生 まれの女性がなぜ気性が激しいのか

 という理由づけも諸説があ り信頼性が低い。

④ 江戸時代初期には，丙午年には火災が多いと

 いう俗説があったというが， これ も日野の調査

 によると，事実に合致せず疑わ しい。

 本研究の目的は， 「丙午俗信」が 「迷信」であ

るのかどうかを確かめることにあるわけではない

が，丙午の由来及びその歴史を考察すると，「丙午

年生まれの女性は結婚相手に不適」とい う考xは

特別の科学的根拠のないことが明らかになってく

る。本稿で言 う 「丙午迷信」とは，以上のような

判断を含んで使われていることを了承されたい。

ここでは一応 「迷信」とは，合理的な思考や科学

的手続 きをふまえた経験的妥当性の吟味を経るこ

となく，一般化された，特定事象に関する解釈な

いし意味付与である，としておこう。

2・ 「真の出生減少率」と 「見かけの出生減少率」

 丙午年の出生減少に関する研究は，今までにも

いくつかなされてきていることは先に触れた通 り

である。 もし私達の研究が，先行する諸研究と明

らかに異な り，その違いが意味のあるもので，し

かも何 らかの新 しい研究成果が 「丙午研究」に付

け加え られ うるとするな らば，それは今まで試み

られることのなかった 厂真の出生減少率」の指標

作成とそれにもとつく分析であろ う。 厂真の出生

十干 とは，昔 シナで用いた一 日か ら十 日までの 日の記号 である。 この十 日間を旬 といい，一箇 月三十 日を上

旬中旬下 旬 と数Z.て いたのである。十二支 とは，一 月か ら十二 月までの月の符号 であって，今 日い うところ

のネ， ウシ， トラ…な どの動物 とは何 の関係 もない。ベ トナムあた りで も，12の 動物 の名を これにあてて暦
としている習慣 がある ようだが，2～3種 類， 日本 の場合 の12の 動物 と違 った ものが代わ りに入 ってい るよ

うである。な じみ の深 い動物 の名 をあてた ものと思われ る。
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減少率」指標を考案した背景には，次のような事

情がある。丙午研究の一つ青木 ・富沢(1968)の

「昭和41年 の出生減少に関する一考察」は次のよ

うに述べている。

 上 に述べてきた出生減 少割 合 とは，昭和40年 と41年

の相対比 であって， もし昭和40年 までの出生増減傾 向

のポテン シャルを考慮 に入れれば，数値 が異 なって く

 る。た とit.ぽ，出生 力が上 り坂 であった地域 の41年 度

減少は，見た 目の減 少割合 よ りもっ と激 しかったはず

である(p.37)。

本 研 究 は ， 彼 らの指 摘 した この 点 を 出 発点 と して

これ を ひ きつ ぎ， さ らに社 会 学 的 に拡 大 した もの

と して理 解 され て よい。 す な わ ち 本研 究 に お いて

は ， 昭 和36年 か ら40年 ま で の5か 年 の 出生 数 及 び

そ の 出生 力 増 減傾 向 の ポ テ ン シ ャル を考 慮：して ，

「真 の 出生 減 少 率 」の 計 算 を お こな っ た 。(図1参 照)

「見 か け の 出生 減 少 率」 とは ，青 木 ・富 沢(1968)

の い う “昭 和40年 と41年 の相 対 比 ” の こと で あ

る。 す な わ ち単 に 昭和40年 と41年 と に各 々記 録 さ

れ た 出生 数 を もと に計 算 され た， 昭和41年 の対 前

年 比 と して の減 少 率 の こ とで， 本 稿 で は 「対 前 年

増 減 率」 と，表 わ して い る。

 そ れ に対 し， 「真 の 出生 増 減率 」 と は， 実 際 に

記 録 され た 昭和41年 の 出生 数 と， そ の前5か 年 間

の 出生 数 の平 均増 減 率 を も と に して 算 出 され た昭

和41年 の期 待 出生 数(予 測 され た 出生 数)と の比

較 か ら，前 者 が後 者 よ りどの程 度 減 少 したか を表

1.上 昇傾 向にある出生数 a，>b1     
.：albエ

斗
1961    1962     1963     1964     1965    1966；ti'

2.下 降慎向にある出生数 a2<b2

                   .a2も2

                 …一1[
                    一一
1961     1962     1963     1964     1965    1966 11：

  図1 「真 の 出生 減 少 」 率(a)と

     「見 か け の 出生 減 少 」 率(b)

わすものである。すなわち，昭和41年 の丙午年の

場合，前5か 年の年間平均出生増減率か ら，その

傾向を延長 して，もし丙午迷信がなかったとした

場合に予想される出生率を求め，それを昭和40年

の出生数をもとに，41年 の期待出生数の値を推定

したのである。 「真の出生減少率」とは期待値に

対する実測値の減少割合を示している。そのこと

によって， 1，純に 「対前年との相対比」では把握

しえない細かい変化をより精密に測ることができ

る。

 図1は ，増加傾向にあった出生力と，減少傾向

にあった出生力とでは，丙午年に出生抑制として

働いた力の大きさに違いがあることを 示 して い

る。 こうすることにより丙午に よる出生力変化の

影響度をより精確に把握できるのであ り，同時に

それをもって，ここでは 「迷信への敏感性」の指

標として用いるものである。したがって， 「真の

出生減少率」が高けれぽ高いほど，それだけ強 く

「迷信へ反応 した」ことを表わすものとされる。

「迷信に反応 した」ことと 「迷信を信 じた」こと

とは必ずしも一対一・の対応があるわけではないこ

とに注意を換起しておきたい。

3.都 市化の 「度合」と 「速度」

 丙午年の出生減少率は，都市部と農村部ではち

がいがあったといえるであろうか。このような疑

問に答えるためには，都市一農村を区分する何 ら

かの指標が必要とされて くる。

 い うまでもなく，都市と農村を規定する基準は

数多 く存在し，それ らを組み合わせて指標化する

ことが， より妥当であろう。とくに “都市化”と

い うときは，単に人口の都市集中といった現象の

みならず，人々の価値観 ・生活様式 ・意識の変化

をも含めて使われることが多い。しかし，本研究

では，都市を人口学的に規定することに留め，2

万人以上が群居する一定の地域をもって 「都市」

と呼ぶことにした。その理由のひとつに， 「実際

上，多 くの国際的な比較研究においては，統計的

に人口2万 人以上の地域をもって “都市”と定義

してお り，資料はこの基準をもとに集められてお

りまた，このサイズの群居地域は，もはや“村落的”

特徴 を保持 していないと考えられる」 (Houser



and Schnore，1965， P.10)と い う こと が あ っ た 。

「都 市 化 の度 合 」 と 「都 市 化 の速 度 」 とは ， 本 研

究 の 中 で， 生 態 学 的 指 標 の 主 た る もの と して 用 い

られ る が， この両 者 は互 い に 関 連 して い る。 「都

市 化 の度 合 」 と は， 人 口の都 市 集 中 の 程 度 を 表 わ

し， 各 県 ごとの 県 全 体 の総 人 口に 対 して ， そ の 県

の都 市 人 口の 占め る割 合 を 指 して い る。 r都 市 化

の度 合 」 は ， 次 の よ うに 算 出 され る。

       その県内で
       人口20，000人以上

都市化の度合一弩韈 鰥 瓢 。q×1・・

 例 え ぽ ，1965年 ，北 海 道 の総 人 口は517万2千

人 で あ った が ， そ の うち348万4千 人 が都 市 に 居

住 して い た。 した が って ， 「都 市 化 の度 合 」 は，

67.4%と な る。

 つ ぎに 「都 市 化 の 速 度 」 で あ るが ， これ は10年

間 の 「都 市 化 の 度 合 」 の 変 化 率 で あ り， どの 程 度

「都 市 化 の度 合 」 が増 加 した か を 示 す もの で あ る。

同 じく例 を 北 海道 に と って み よ う。1955年 の北 海

道 の 「都 市化 の度 合」 は ，58.3(%)， す な わ ち，

当時 の北 海 道 の総 人 口中，58.3%が 都 市 に居 住 し

て い た。10年 後 の1965年 に は， それ が67.4(%)

に増 加 した 。 した が って ， そ の 差9.1(%)と い う

数 値 が10年 間 の北 海 道 の 「都 市 化 の 速 度 」 を 表 わ

して い る。

 この よ うに ， 都 市 化 の 「度 合 」 と 「速 度 」 とを

区 別 して 観 察 す る こ とに よ り， よ く行 わ れ る 厂都

市 ・農 村 」 の二 分 法 に基 く静態 的 理 解 の代 わ りに

「都 市化 」 して い く社 会 の変 化 を相 対 的 に ， 動 態

的 に と らえ る こと が で きる。 した が って ， 厂都 市

化 の速 度 」 の速 い県 ほ ど， 社 会 的 変 化 は 激 し く，

人 間 に と って の居 住 環 境 も また ， よ り激 し く変 貌

して い る こ とを 示 して い る。 早 くか ら都 市 化 して

い る と こ ろ，例 え ば 東京 ・大 阪 な どは，都 市 化 の 度

合 は 高 くて も， 速 度 は 緩 や か で あ る。 反 対 に10年

前(1955年)に は 「都 市化 の度 合」 の比 較 的 低 か

った 県(奈 良33.6， 和 歌 山45.0)が ， 「都 市 化 の

速 度」 で は 大 きな値 を示 し，社 会 環 境 変 化 の激 し

さ を表 わ して い る。 「都 市 化 の速 度 」 が低 け れ ぽ

それ だ け生 態 学 的 ・社 会 的 変 動 が穏 や か で， 環 境

の安 定 性 が あ る こと を示 して い る と考 え られ る。
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III・ 人 口学 的変数 によ る分析

 出生数の激減の理由として，い くつかの可能な

要因が考えられる。例xぽ ，丙午年の前年，また

はその前の年の婚姻数の激減や，妊娠中絶件数や

死産件数の異常な増加，あるいは広範囲にわたる

出生登録の操作(出 生の虚偽申告)等 があげられ

よう。人口学的に考え られる，出生へ影響を与}x

るこれ らの要因の一つまたは，そのいくつかの組

み合わせによって，もし1966年 の日本における出

生激減の理由が充分納得のいくように説明できた

としたら，出生力に影響を与えていると思われて

いる 「丙午の迷信」は，実際には存在しなかった

ということになろう。もしそ うであれぽ，丙午迷

信が，一つの影響力をもった要因として，あるい

は出生激減の原因として認められず，棄却される

ことになる。 しかしながら，そのことは同時に，

次のことをも意味している。すなわち，もし丙午

以外の諸要因をもってしては， どうして も1966年

の出生減少の理由を，充分説明しつ くせないとし

たら，そのときには，丙午迷信が出生激減の一要

因として働いたとみることが妥当であることにな

ろう。

 以下，主として，人口学的変数をとりあげ，そ

れ らと 「丙午年の出生激減」現象との関連を追求

していこう。

1.婚  姻

 出生は，婚姻外でも可能であるが，多 くの社会

でその大部分は婚姻内において認め られる。した

がって，出生数は，直接的に婚姻数の影響を受け

婚姻数の変動は，出生率の基本的要 因 で あ る。

Matras(1973)は ， 「子供は婚姻外で産まれるか

もしれないが，あらゆる社会で子供の出産は，結

婚と密接に結びついてお り，一般的には，結婚の

目的 として，また結婚 と性関係の直接的な結果と

して考xら れているのである」(P.259)と 述べて

いる。

 1966年 の 日本の低い普通出生率は，低い普通婚

姻率に よるものなのだろうか。しかし表1に 示さ

れた 日本の普通婚姻率を国際比較してもわかるよ
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表1 婚姻率と出生率の国際比較
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   図2 普通婚姻率 の推移

(人口問題協議会編r人 口事典』1975年版 ，P.33)

表2 日本におけ る婚姻数の年次別推移(1961c1966)

年 擁 姻 劃 対前年増減率

1961

1962

1963

1964

1965

1966

890，158

928，341

937，516

963，130

954，852

940，120

*真 の減少率

 4.29

 0.99

 2.73

 1.85

 i.54

△3.91*

うに， と くに 日本 だけ が きわ 立 って 低 い 値 を 示 し

て い る わ け で は な い こと は 明 らか で あ る。 む し ろ

婚 姻 率 は， 他 の 国hよ りも高 くな って お り， 厂婚

姻 率 が低 いか ら出生 率 も低 い」 とす る考 え方 は 棄

却 され る。

 出生 は， そ の前 年 の婚 姻 に の み関 係 す るわ け で

は な い こ と は言 うま で も ない 。 した が って ， そ れ

以前 の婚 姻 数 の変 化 に ， なん らか の 異 常 な 減 少 が

つ づ いて 起 こ って い る と した ら，1966年 の そ の 年

に た ま た まそ の結 果 と して 出生 率 が激 減 した ， と

考 え る こ とは で き る。 図2お よび 表2は ， 日本 に

おけ る婚 姻 数 の 変 化 を 表 わ して い る。 そ れ に よれ

ば ，1961年 か ら1966年 の 間 は ， 増 加 率 に 差 が あ る

もの の 年h， 減 る ど こ ろか 増xて お り， 特 に 婚 姻

数 が 異 常 に 下 が った ， とい う記 録 は な い こ とが わ

か る。

 この よ うに ， 人 口学 的 観 点 か ら… 般 に 出生 に 影

響 が あ る と思 わ れ る婚 姻 数 の 変 化 に よ って は ，50

万近 い 出生 の異 常 な低 下 は ，説 明 で きな い こ とに

な る。 す な わ ち ，婚 姻 数 は ， 丙 午年 の前 数 力年 ，

減 少 が み られ ず ，1966年 の 出生 激 減 の要 因 とは考

}ら れ ない こと が 明 らか で あ る
。

2.人 工 妊 娠 中 絶

 中絶 は，18世 紀 の初 頭 よ り， 多 数 の母 親 の死 を

伴 った と ころ の， 出産 回 避 の ひ と つ の方 法 で あ っ

た。 効 果 的 な避 妊 方 法 の発 達 以前 に は， 長 い 間 ，

堕 胎 は合 法 的 に せ よ非 合 法 的 に せ よ， 人 口抑 制 の

主 た る方 途 で あ りつ づ け て きた。Bogue(1969)

は ， つ ぎ の よ うに 述 べ て い る。

 中絶が合法化 され，医学的状況下の合法的医療行為

 として許容 され る時Y'は いつで も，そ こでは急速な実

質的な出生率の低 下が存在 して きた。 この ことは，医

学的理 由と同様に社会的，経 済的理由で堕胎 が認め ら

れた東欧諸 国お よび 日本 において観察 された(P.838)。

 Callahan(1970)も ま た 以 下 の よ うに 述 べ て い

る 。

 疑 い もな く世界 中で もっ とも寛大な中絶体制 は 日本

にあ る。東欧 はいろいろ異 なった様相 を見せているが

 日本のパター ンは もっ とずっ と安定 している(P.253)。

日本 が 古 くか ら中絶 に対 し緩 や か な 制 度 を も うけ

て い る こ とは ， 国 際 的 に も有 名 で あ り， 日本 の 人



口に お け る1950年 か ら1956年 の 間 の 出生 力 の著 し

い 減 少 が ，主 と して 中絶 に よる も の で あ っ た こ と

は ， 多 く指 摘 され て い る(United Nations，1973)。

今 日で は ， 日本 の み な らず 中絶 を合 法 とす る 国 は

増}つ つ あ る。Fawcett(1970)は ， 「出産 制 限

の 手段 と して の 中絶 の社 会的 合 法化 へ の現 代 的 動

向 は ， 歴 史 形 成 上 の 現 象 で あ る 」(P.16)と 述 べ

て い る。

 こ うして ，上 に述 べ た諸 事 実 は ，私 た ち に 次 の

よ うな 印 象 を抱 かせ るか も しれ な い。 す なわ ち，

日本 に お け る1966年 の 出生 減 少 も， 今 や 世 界 的 に

も合 法 化 の 方 向 に あ る妊 娠 中絶 とい う出生 抑 制 の

方 法 に よって 生 起 した の で は ない だ ろ うか ， とい

う疑 問 で あ る。 丙 午 年 の1966年 に も， も し妊 娠 中

絶 件 数 が激 増 して いれ ぽ ， 本 来 な ら 出産 され る は

ず で あ っ た も のが ，中 絶 され た た め に ，結 果 と して

出生 数 が 減 少 した ， とす る解 釈 の仕 方 で あ る。 し

か し なが ら， 記 録 され た デ ー タに よれ ぽ ， そ の よ

うな 妊 娠 中 絶 件 数 の1966年 に おけ る激 増 と い っ た

事 実 は 存 在 しな い 。 そ の年 ， 中 絶 実 施 件 数 は，80

万8378件 で あ った 。 これ は ， 前 年 の84万3248件 と

比 べ る と，4.1%の 減 少 で あ り，数 に して3万4870

件 も減 った こ とに な る。 「出 生 数 に 対 す る中 絶 数

の 相 対 比 」 を 見 る と， わ ず か に1966年 は ， そ の 前

3力 年 と比 べ 増 加 して い るが ， 実 際 の 中 絶 件 数 そ

の もの は 増 加 して お らず ， 出 生 数 が 著 し く低 下 し

た た め ， 相 対 比 と して は 増 加 した 結 果 とな って い

る に す ぎな い。

 した が って ，1966年 の 出 生 激 減 は ， そ の 年 の 中

絶 激増 に よる もの で は な い か ， とい う考 え は 棄却

表3 人工妊娠中絶件数の推移

年

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

中 絶 件 数

1，035，329

 985，351

 955，092

 878，748

 843，248

 808，378

*真 の増減率

748，388

増減率(%)

X4 .39

×3.07

07 .99

×3.98

×4.14

0.?6*

07 .42

出生数に対す
る中絶数の相
対比

65.1

60.9

57.6

51.2

46.2

59.4

38.6
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され る こ とに な る。 な ぜ な ら， そ の よ うな 事 実 は

記 録 され て い な い か らで あ る。

3.死  産

 出生 数 へ 関 連 す る要 因 と して ， 今 まで に ， 婚 姻

数 と妊 娠 中 絶 件 数 に つ い て 検 討 して き たが ， 第3

番 目に， 死 産 数 が考 え られ る。 次 の こ と を仮 定 す

る の は， 理 論 的 に は可 能 で あ る。 す なわ ち， 何 ら

か の未 知 の原 因一一一 例 え ば，大 気 汚 染 ，水 質 汚濁 ，

異 常 気 象 ，薬 品 公 害 ， 食 品公 害 ， 天 災 ， あ る い は

戦争 な ど一 一に よって ， 胎 児 ま た は母 胎 が， か な

り広 範 囲 にわ た って 一 つ の社 会 の 中 で， 健 康 状 態

を一 様 に害 す る よ うな こと が起 きた， と考 え る こ

と で あ る。 そ の た め に ，本 来 生 きて生 ま れて くる

は ず で あ っ た胎 児 た ち が ， 死 産 とい う結 果 に な っ

て しま う， とい う こと が全 くな い と は い え な い で

あ ろ う。

 1966年 の 出生 激減 の 異常 現 象 の 背後 に， こ う し

た死 産 の激 増 は なか っ た の で あ ろ う か 。 も し，

1966年 に 限 って 死 産 数 が 著 し く激 増 す る とい っ た

異 常 が あ っ た とす れ ば ，そ の 年 の 出 生 激 減 は ，そ の

特 別 な事 情 に よる も の と して 説 明が つ くこ とに な

る。 しか しな が ら， 表4に も示 され た 通 り，1966

年 に 限 って 死 産 が 異 常 に 増 加 した とい う事 実 は

見 当 らな い 。1966年 の死 産 件 数 は14万8248件 で ，

前 年 に 比 べ8.27%の 減 少 で あ る。 そ の 前5力 年 の

傾 向 を考 慮 して も，1966年 に 死 産 数 が増 加 した と

見 る こ とは で きな い こ とがわ か る。

 この よ うに， 死 産数 の急 増 が 出生 数 の 激減 を も

た ら した の で は な いか ， とい う仮 説 は棄 却 され る

こと に な る。 死 産 数 の変 化 は， 出生 数 の減 少 原 因

に つ い て 何 も説 明す る こ とは で きな い 。

4. 出生登録の操作

 人口動態統計の上で，1966年 の日本の出生数の

激減の考えられる一つの要因として， 出 生 登 録

(届出)の虚偽または意図的操作があげられる。実

際には， 日本のその年の出生数に変化がなく，例

年と同じように出生が存在したとしても，それが

統計となって記録 ・保存されるようになるまでの

プロセスにおいて，何らかの人為的操作が加わっ

た場合，1966年 に限って，異常な出生減が起 こる
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表4 日本に おけ る死産 の年次別推移(1961-1967年)

脅

1961

1962

1963

1964

1965

1966

1967

書〃 数

179，895

177，363

175，424

'168
，04Fi

161，617

148，248

149，389

*真 の増減率

対前年増減率

ol.41

×1.09

A4.21

×3.83

△8.27

5.78*

o.77

  都   市   部

個・ 数L瀕 欄 率一

123，420

123，984

124，776

121，394

118，261

109，087

111，759

0.46

0.64

02 .71

△2 ，58

07 .76

△6 ，78*

2.45

農 寸率 部

件

    .                                                                                                                                                                           .

数1   対前年増減率

56，381

53，274

50，550

46，539

43，268

39，061

37，508

05.51

×5.11

×7.93

×7.03

×9.72

03.55*

X3 .98

とい うことはあ りえよう。

 しかしながら，実際に出生 日の登録を，著 しく

偽 り，数年ないし数ケ月にわたって，人為的操作

を加えることは，現実的にそれほどの利益 もなく

子供の発達プロセスを考えるなら，実際の出生 日

をはなはだ しく動かすことは，かえって無用の混

乱を招 くものである。それだけではな く，実際の

出生届出には医師 ・助産婦の署名が心要なため，

親が自分だけで自由に出生日を操作して登録する

ことは不可能である。

 出生登録(届 出)の 人為的操作があったかどう

かを見る一つのポイントは，出生性比の動向を見

ることにある。出生性比とは，男子と女子の出生

児の相対比である。出生性比は，女児100に つき

男児105前 後で，時間的にも地域的にも差がきわ

めて小さく，人口統計の中では最 も安定 した値を

示 している。フランスの有名な人 口学 者 で あ る

Sauvy(1973)に よれば，男児の女児に対する出

生比率は1.05を 上下に離れることがほとんどな

く，1.045か ら1.065の 間であるといわれる。

     表5 出生性比の年次別推移

年

1961

1962

1963

1964

1965

1966

196?

性

105.9

106.1

105.7

105.9

105.3

107.6

105.3

比

 丙 午 迷 信 の 対 象 が ， 女 子 の み に 限 られ て い る こ

とを 考xる と， 丙 午 に よる 出生 変化 の動 向 を 知 る

た め に ， この 性 比 の 変 動 を み る こと は有 効 で あ ろ

う。

 表5は ，1966年 前 後 の性 比 の動 向 を表 わ して い

る。 それ に よれ ば， 丙 午 年 の性 比 は107.6と ， 異

常 に 高 くな って い る。 高 い 性 比 が 示 して い る も の

そ れ は 女 子100の 出生 に 対 す る男 子 の 出 生 が 高 い

こ とを 表 わ して い る こ とか ら， そ の 年 ， 男 子 の 方

が 女 子 よ りも多 く生 ま れ た こ と， 言 い 換 え るな ら

ば ， 女 子 出生 数 が 男 子 出生 数 を下 ま わ った こ とで

あ る。 す なわ ち， 年 で み る と，'1966年 に は， 他 の

年 に比 べ ， 女 子 の 出生 数 が 男子 の 出生 数 を下 まわ

る 率 が 高か っ た ことを 表 わ して い る。 通 常 も女 子

100に 対 して ， 男 子 の105割 合 で ， 男子 の 出生 の方

が 多 い が ， こ の年 は ， そ れ 以 上 に 男子 の生 まれ た

割 合 が 高 か った こ とに な る。

 つ ぎに ， 同 じ よ うに 性 比 を 用 い て ， 月 別 比 較 を

行 な お う。 表6の 「性 比 」 の と ころ に 示 され た の

が ， そ れ に あ た る 。 注 目す べ き と ころ は1965年12

月 の100.7，1966年1月 の110.7，1966年12月 の

117.1と1967年1月 の99.0で あ る。 通 常 ， 最 も安

定 的 とさ れ て い る性 比 が ， この 月 に限 って ， ど う

して この よ うに激 し く変 化 す る の で あ ろ うか 。 よ

り正 確 に表 現 す る な らぽ， なぜ1966年 の初 め と終

わ りの前 後 に， この よ うな性 比 の異 常 変 動 が 見 ら

れ る の で あ ろ うか 。 私 た ち は， 前 に 性 比 の年 別 推

移 を見 て ，1966年 が107.6と 高 い こ とに 注 意 を 引

か れ ， 次 に ， よ り詳 し く見 るた め に 月 別 推 移 を 見
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年

1965

        表6 婚姻 数 ・出生数 ・性比 の月別 変動(1965-1967)

月 醐1釧 綱 醐 差…'凵一一'… 一一房 一一.女 一一.一癬 春1纛/IJ.τ

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

19661 1

   2

   3

   4

   5

   6

   7

   8

   9

   10

   11

   12

1967 1

9
臼

3

4

68，904

80，235

97，633

109，313

109，624

80，111

53，543

10，367

11，354

66，950

99，352

10s， i70

60，772

68，995

86，656

105，890

114，640

81，957

52，815

39，597

38，487

69，096

108，626

111，376

62，135

71，759

91，577

104，339

200

     総  数

  445     165，866

 2，042     150，524

 8，740     159，002

  276     154，287

 -576     139，767

-1
，662     134，878

-2
，111     151，067

-1
，223     156，973

一一2
，291     158，532

-3
，801     158，842

  713     144，037

-10
，103     144，651

-8
，132     121，967

-11
，240  1  109，868

-10
，977  1  111，621

-3
，423     108，749

 5，016     102，553

 1，846     100，741

 -728     112，529

 -770     114，373

-2
，867     111，594

 2，446     112，223

 9，274     116，106

 5，206     134，116
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81，335
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73，641
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   図3 12月 ・1月 の 出生 日別 出生 性 比

     (昭 和40年12月 一P42年1月)

て きた の で あ った 。 わ れ わ れ は こ こで さ らに 日別

推 移 を 見 て み よ う。 月 別 変 動 の 激 しい1965年12月

と1966年1月 及 び12月 ， そ して1967年1月 を み て

い こ う。 図3は ， 出生 日別 性 比 を グ ラ フ化 した も

の で あ る。 この 図か ら も明 らか な よ うに， 日に よ

る性 比 変 動 は， 今 まで みて きた年 別 ， 月別 変 動 よ

りさ らに 一 層 著 しい も のが あ る。

 は た して ， こ の よ うな 男 子 ・女 子 の出 生 現 象 が

実 際 に 起 こ った と考 え られ るの で あ ろ うか 。 暦 は

あ くまで 人 間 が 自 らの 生 活 の 便 宜 の た め に 用 い て

い る もの で あ り， 自然 現 象 そ の もの で は な い 。 そ

の暦 に あ わ せ て ，1966年 の1月1日 及 び12月31日

を さか い に ， 人 間 が 類 と して も って い る 自然 の バ



52

ランスの一・つである出生性比が著 しく敏感に変動

しているというのは，自然な現象そのものとは考
}xにくい

。明らかに， ここには，何 らかの人為的

意図が加わった，と考える方が妥当であろう。

 村非(1968)は ， 「これは明らかに41年 に出生

した女児を前後の年に出生したものとする届出の

ごまかしを示すものである」(P.2)と 述べている。

Kaku(1972)も 同様の指摘を行なっている。

 しかしながら，前述のように，出生届出には医

師または助産婦の証明書が心要であることを考え

るとき，医師たちは， この出生届出の操作に対 し

て，果たしてどのような反応をしたのであろう。

彼らは出生の虚偽申告に協力的であったのだろう

か。Kaku(1972)に よれぽ， 「出生登録には，医

師または助産婦の証明書が心要であるので，女児

出産に立ちあった医師または助産婦のある者は，

証明書に出生 日を記入することを意図的に忘れた

のである。 このように して，迷信深い両親は彼 ら

の娘が1966年 出生の申告を避けることが可能だっ

たのである」(P.63)と 推定している。 すなわち

医師や助産婦も協力的であ り，出生登録の操作は

おこりxた のである。図4は 出生数の月間変動を

表わしているが，1966年 が他の年と異ったパター

ンを示していることがよくわかる。

 しかし，出生の登録操作が可能であったとは言

え，それは1966年 の初めと終わ りに限って実行 し

えたにすぎず，数 日間ならいざしらず，数ケ月以

上の長 きにわたって出生申告の虚偽をおかす こと

は困難である。 したがって，出生の申告に操作が

加わったとしても，それは全体的にみれば，わず

かなものであろう。村井(1968)は ， 「これは出

生減の主役ではな く，減少46万 の2%程 度であろ

う」と推定している。結論をいえぽ，出生登録の

操作が存在したとはいx， それをもって1966年 全

体の顕著な出生減少の主因と見なすことはできな

い。出生の虚偽申告だけで，対前年25%以 上の出

生激減を説明することはできないのである。

5.分 析結果の要約と考察

 以上の分析結果の全体的パターソは，1966年 の

出生減少の要因として，と りあげた人 口学的要因

のみでは，出生激減現象を説明しえない，とい う
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 図4 1日 当 り出生数の月間変動

ことを明らかにしている。人口学的変数として結

婚，中絶，死産，出生登録の操作の4つ が検討さ

れ，そのいずれも，それのみをもって しては1966

年の出生激減の主たる要因とは認め難いことがわ

か った。

 ところで，以上の四つの要因を検討 していくう

ちに，私たちは，結婚と出生登録の操作について，

興味深い二つのデータにぶつかった。一つは，婚姻

数の月別変動の記録であ り，もう一つは，出生性比

の異常な変動である。ともに1966年 前後の動向で

ある。第1の ，婚姻数の月別変化については，表6

にも明らかなように，丙午年の前年1965年5月 か

ら翌年1966年4月 まで，その間11月 を除いて，婚

姻数の対前年月日比較において，すべて減少 して

いる点である。 この原因について厳密な分析を加

えることは本研究の枠をこえている。 しか し，.丙

午の迷信と人 々の反応 という分析視点を導入する

と，多少の説明がつ く。すなわち，結婚後の出産

予定期 日のことを考えると，丙午の前年の後半に

は，翌年の出生を嫌って婚姻数の減少がおこ り，



結 婚 の繰 り上 げ ， ま た は延 期 が あ っ た とは 考 え ら

れ な い で あ ろ うか ， と い う こと で あ る。1965年2

月10日NHKテ レ ビの 「生 活 の 知 恵 」 は ， “丙 午

物 語 ” を報 道 した。 「担 当者 た ち が， 産院 や 団地

で調 べ た と ころ ， 想 像 以上 に迷 信 を気 にす る人 が

い る こ とに 驚 い た。 一 一一結 婚 式場 の 話 で は， 来 年

が 丙午 とい うの で この 冬 に繰 り上 げ て挙 式 す る 人

た ち が 多 い そ うだ」 とい う解説 もあ る。 こ こで い

う 「結 婚 式場 の 話 」 の 信 頼 性 ・妥 当性 の 問題 は ，

さて お く と して も， そ れ を ひ とつ の ヒ ン トと して

質 的 デ ー タ とみ な す こ とは で きる。

 第2は ， 出 生 性 比 の 月 別 ・日別 変 動 で あ る。 前

述 の よ うに ，Kaku(1972)の 指 摘 す る ご と く， 医

師 ・助 産 婦 も協 力 的 で あ り うる“出生 登 録 の操 作 ”

要 因 とは い った い 何 な の か 。 また ，1966年 の 年

頭 ，1965年12月 一1966年1月 ， そ して 年 末1966年

12月 一1967年1月 ， しか も， 日別 で は ，12月31日

と1月1日 との 間 の “大 転 換 ”は ， い った い 何 を 意

味 す るの だ ろ うか 。 な ぜ ， そ れ ほ ど顕 著 に ，1966

年 の 女 児 の 出 生 登 録 が 回 避 され な け れ ば な らな い

の だ ろ う。 女 児 に と って ，1966年 生 まれ とい うの

は ， どん な デ メ リ ッ トが あ るの だ ろ うか 。 どん な

動 機i(motivation)が 人 々を して1966年 の 女 児 の

出 生 を 回 避 させ た の だ ろ う。 親 に と って ，1966年

に 女 児 が 生 まれ る こ とは ， 経 済 的 に ， 精 神 的 に ，

どの よ うな 著 しい デ メ リ ッ トが あ った の だ ろ う

か 。 そ して ， そ の デ メ リ ッ トに ， 医 師 ・助 産 婦 た

ち が 同 情 して ， 出 生 登 録 の 虚 偽 申告 に 協力 的 で あ

った ， とい うの だ ろ うか 。 考 え られ る こ との 一 つ

は ， そ れ が 医 師 ・助 産 婦 ・両 親 に よ って 共 有 され

て い る一 つ の “文 化 ”に 関 連 した 現 象 で は な い か ，

とい うこ とで あ る。 さ もな け れ ば ， 医 師 た ち は そ

れ ほ どそ の 特 定 の 事 柄 に 関 して 親 た ち に協 力 的 で

あ った か ど うか疑 わ しい。

 この よ うに考xて くる と， ど う して も こ こで ，

丙 午 の迷 信 とい う， 日本 人 の 間 で 広 く分 有 しあ っ

て い る ， ひ とつ の “文 化 的要 因 ” を考 慮 に 入れ て

こ ざる を 得 な くな って くる。 こ こで 「考 慮 に 入 れ

る 」 とい うの は ， そ れ が 直 接 的 原 因 で あ る と断定

す る とい うこ とで は な い。 あ る い は ， ま た 「人 々

が 迷 信 を 信 じ， そ れ に よ って 行 動 を 惹 起 した」 こ

とを そ の まま 認 め る こ とで もな い。 言 わ ん と して
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い る こ とは ， 丙 午 の 迷 信 が ， ど うい うプ ロセ ス を

経 て ， どの よ うに 人hに 影 響 した か ， で は な く，

「そ れ が な か った ら，1966年 の 出生 激 減 は 生 起 しな

か っ たか も しれ ない 」 と思 わ れ る要 囚 と して ， 充

分 認 め る に値 す る とい う ことで あ る。 丙 午 迷 信

が， 直 接 にせ よ間接 にせ よ， そ の年 の 出生 抑 制 に

関 して ， 人 々の心 理 的 過 程 を媒 介 に， 出生 減 少 に

影 響 を与 え た要 因 と して 存 在 した ， と考 え る こ と

が 妥 当 で あ り，存 在 しな か った ， と仮 定 す る よ り

も， 現 象 を よ り明 らか に説 明 しえ る ， とい う視 点

で あ る。

 心理 的過 程 が 人'々の 行 動 の 原 因 とな った ， と考

え られ る と きに ， よ く使 わ れ る方 法 に ， 「あ な た

は 何 故 ， そ の 行 動 を し ま した か?」 と直 接 相 手 に

質 問 す る方 法 が あ る。 意 識 が行 動 の直 接 的 原 因 で

あ る， とい う前 提 に立 つ な ら， そ の表 わ れ た 行 動

の原 因 を さ ぐるに は ， そ の 行 動 を と った 人 に 直 接

「あ なた は … … なぜ で す か?」 と聞 くの がい い と

考xや す い。 しか し， 精 神 分 析 の蓄 積 され た研 究

成 果 が私 た ち に教 え る も の は， 人hの 行 動 とい う

も のは 心 ず しもそ の行 動 を す る 当 の 本 人 に す ら

も， わ か らない(不 明 な)こ と が あ る， とい う点

で あ る。

 丙 午 に関 す る人hの 行 動 の み が， そ の例 外 で あ

る とい え る保 証 は ない 。 ま して や ， 社 会 的 評 価 と

して ， 「迷 信 」 とい う言 葉 の ニ ュア ンス は， 決 し

て 肯定 的 で は な く， む しろ， 「迷 信 を1.=じ る な ん

て 」 とか 「迷 信 を気 にす る」 と い っ た表 現 に見 ら

れ る如 く， 否 定 的 ・軽 蔑 的 な マ イ ナ ス な評 価 が加

え られ て い る。 した が って ， 「あ なた は 迷 信 を 信

じます か?」 と聞 くこ とに は ， そ れ 自体 ， パ ィ ア

ス が か か って きて し まい ， 仮 に 「信 じて い る」 と

して も， 素 直 に ， 正 直 に 「は い 」 と答 え る人 は 少

な い で あ ろ う。

 以 上 の 観 点 に た つ と き， 厚 生 省 が1966年9月 に

行 な った 丙 午 の 出生 調 査 結 果 が ， 表7の よ うに ，

「『ひ の え うま』 に は生 みた くない 」 と答Z ..た 人

が ，全 体 の わ ず か3.9%(実 数64)で あ る とい って

も， そ の こ と 自体 で ， 丙 午 の 人 口減 少 あ るい は 出

生 抑 制 へ の 影 響 度 は 少 な い と断 定 す る こ とは 一概

に で きな い ， と も思 わ れ て くる。 この 点 を さ らに

詳 し く追 求 して み る こ とに した い。
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表7

孟供が生熱 鐺14G

総      数

ほしい が生 まれ ない

「ひのxう ま」に は

生 み た く な い

当 分 い ら な い

い  ら  な  い

不      詳

数      総

ほしいが生 まれ ない

「ひのえ うま」には

生 み た く な い

当 分 い ら な い

い  ら  な  い

不       詳
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分
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91
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68.4
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注 ；総数には，子供数不詳を含む。

資料 ；厚生 省大臣官 房統 計調査部，昭和41年 の出生減少について，1968.
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IV.社 会 ・心 理 学的 変数 に よる分析

 わが国の1966年 における出生激減は，歴史的に

みて も，また国際比較においても，人類史上 きわ

めて異例な珍 しい現象である。 しか し， この 「出

生激減」を単に 「珍 しい こと」 「異例なこと」と

して指摘するだけでは不充分であ り， より精細な

分析研究が望まれることを述べた。ここでは，こ

の，丙午年の出生減少の存在や著 しさを単に観察

・記述することから
，さらに分析をすすめて，そ

の内部構造を明 らかにすべ く， 「差別出生力」の

分析や，出生減少率と祉会 ・心理学的あるいは人

間生態学的諸変数との相関分析を行な うことにし

たい。

 ここでの分析は二つの部分か らなる。前半では

差別出生力の分析を中心に，どんな社会下位集団

social sub-group)に おいて著 しく出生が低下し

たのか，すなわち丙午迷信に対する反応がきわめ

て敏感に表われたグループはどこかを検討する。

後半においては，14の さまざまな変数を設定し，

都道府県ごとに，丙午年の出生減少にはどんな構

造が存在しているかを分析する。

1・ 「差別出生力」の比較分析

 丙午年の出生減少については， 「差別出生力の

変化」 とい う視点からい くつかの研究が行なわれ

ている。そこで，それ ら既存の諸研究の成果をも

参考にしながら，1966年 の出生減少をより立体的

に浮 き彫 りにすることか ら始める。そのために次

の四つの軸を用いて，下位グループを設定し，それ

ぞれのグループ間の差異を観察してい く。すなわ

ち，差別出生力の(1)都 道府県を単位とした地域

別比較，(2)都 市 ・農村を軸とした地域別比較，

(3)母 親の年齢別比較，(4)父 親の職業別比較，

である。

 (1)都 道府県別の比較

 問題意識としては， 「どこの県が一一番多く減少

しているだろうか」「一番影響を受けていない(出

生減少していない)県 は，どこだろうか」 「そ う

した，県による特徴は，より大きなグル ー プの

『地方』 といった カテゴリーで分類 した 『地域性』



と関 連 が あ るだ ろ うか 」 な どの 問 い が あ げ られ よ

う。

 青 木 ・冨 沢(1968)ら は ， 対 前 年 出 生 減 少 割 合

3割 を 越 す 府 県11の うち7県 ま で が ，南 近畿 お よ

び 四 国 地 方 に 集 中 して い る こ とを 指 摘 して い る。

果 た して ，地 域 性 と丙 午 年 に よ る出生 減 少 とは な

ん らか の 関 連 が あ るの で あ ろ うか。

 表8は ，真 の 出生 減 少 率 に お け る 府 県 別 順位 を

示 して い る。 これ に よれ ぽ ， 最 も激 し く出生 減 少

が 記 録 され た の は ，三 重(△35.85%)で あ り， つ

づ いて 和 歌 山(△36.01%)， 岐 阜(△35.77%)と な

って い る。 … 方 ， ：最 も減 少 しなか っ た 県 と し て
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は ，1位 の鹿 児 島(△16.13%)，2位 の 佐 賀(△

19.37%)，3位 の長 崎(△19.67%)の 九 州 の3県

とな って い る。 減 少 の最：も激 しか った 三 重(△37，

85%)と ， 最 も穏 や か だ った 鹿 児 島(△16.13%)

の二 県 の間 で は ， 大 きな 差 異 が 存 在 す る こ とが 明

らか で あ る。

 表8お よび 図5か らも明 らか な よ うに ， 最 も減

少 の激 しか った 上 位10県 の うち9県 まで が ，近 畿 ・

四 国 地 方 に 存 在 す る こ とは ， 青 木 ・冨 沢 の 研 究 に

お い て も指 摘 され た 通 りで あ る。 た だ し， 青 木 ・

冨 沢 の 研 究 で は ，出生 減 少 の程 度 を，対 前 年 減 少 率

(見か け の減 少 率)で も って 観 察 して い る 点 が ， 真
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表8 丙午年(1966年)に おけ る真 の出生増減率の府県別順位
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の 出生 減 少 率 を 指 標 とす る本 研 究 と異 な るわ け で

あ る が， に もか か わ らず そ れ らのい ず れ にお いて

も， 共 に上 に述 べ た 事 実 が見 い 出 され た 。 この こ

とは ， 青 木 ・冨 沢 も指 摘 す る よ うに 「別 途 文 化 民

俗 学 的 考 察 を要 す る」 と言 え そ うで あ る。

 (2)都 市 ・農 村 別 比 較

 一 般 的 に い って ， 迷 信 に影 響 され る とい う こ と

は， そ の人 が “前 近 代 的 ” な もの の考ax方 ， あ る

い は “原 始 的(プ リ ミテ ィ ヴ)” な もの の考 え方 を

して い る か らだ ， と され る こ とが 多 い。 迷 信 は よ

く “前 近 代性 ” と結 び つ け て考 え られ る。 “近 代

的 な ” “教 育 を うけ た ” “合 理 的 な物 の考x ..方をす

る” 人 間 は ，迷 信 とは 無 関 係 に 行動 す る もの ， あ

るい は迷 信 に は 影 響 され な い もの ， と通 常 は考 え

られ て い る。

 都 市 と農 村 とを 比 較 した場 合 ， 農 村 に 住 む 人h

の 方 が ， 都 市 に 住 む 人 々 よ りも， “前近 代 的 ” “伝

統 的 ” “保 守 的 ” な思 考 ・行 動 様 式 を も って い る，

と考 え られ て い る。 生 活 様 式 と して の “近 代 化 ”

が ，都 市か ら農村 へ と次 第 に波 及 ・浸 透 して い っ

た こと を考 え る と，農 村 部 の方 が 都 市部 に く らべ ，

近 代 化 の程 度 が遅 れ て い る ， と考 え られ が ち で あ

る。 した が っ て ，迷 信 を ，近 代性 一 前 近 代性 とい う

軸 に照 ら して考 え る と き，前 近 代性 を表 わ す と こ

ろ の迷 信 な る もの は ，都 市 に 比 べ 農 村 に お い て ，よ

り大 きな 影 響 力 を も って い る の で あ ろ う， と考 え

る こ とは ， そ れ ほ ど不 自然 とは思 え な い。 丙 午迷

信 もそ の 例 に もれ ず ， 近 代的 な 都 市 に お け る よ り

も， 前 近 代 的 な 農 村 に お い て ， よ り大 きな 影 響 を

_'.xた と想 像 され る と して も不思 議 で は な い
。 し

か し，は た して そ うで あ った だ ろ うか 。 こ こで は ，

都 市 と農 村 に お け る 「真 の 出 生 減 少 率 」 の ち が い

に 眼 を 向 け る こ とに よ って ， 丙 午 迷 信 へ の 反 応 度

の ち が い を ， 明 らか に し よ うとす る の で あ る。

 今 ま で に も既 に ，丙 午 に よる出 生 減 少 に つ い て ，

地 域 的 観 察 を 試 み た もの が あ る。 「届 け 出 に基 づ



く出生 の性 比 を地 域 別 に観 察 す る こ と に よって ，

一 応 の迷 信 に対 す る度 合 い を 比 較 」 した 山 口(19

67)の 研 究 は そ の一 例 で あ る。 彼 は 「市 部 ・郡 部

別 の出 生 性 比 を 昭 和40年12月 と翌41年1月 に つ い

て 見 る と，40年12月 が 市 部101.5， 郡 部98.1，41

年1月 で は110.5と111.6で ， 農 村 の 方 が 迷 信 に

弱 い こ とが うか が え る 」(P.60)と 述 べ て い る。

実 際 ，対 前 年増 減 率 で見 る 限 り，1966年 と1965年

の 出生 数 は， 都市 部 で は24.04%の 減 少 で あ る の

に対 し， 農 村 部 では28.09%の 減 少 を示 して い る 。

予 想 通 り， 農 村 部 の方 が都 市 部 よ りも， 丙 午 に よ

る出 生 減 少 が ， よ り激 しか った こ とに な る。 しか

しな が ら， 注 意 しな け れ ぽ な らな い の は， 山 口の

研 究 で は ，指 標 と して 「性 比 」 が用 い られて い る

こ とで あ る。 性 比 も対 前 年 増 減 率 もと もに， それ

まで の 出生 力 の ポ テ ンシ ャル な傾 向を 考 慮 に 入 れ

て い な い 。 そ のた め 丙 午 迷 信 に よ る影 響(変 化)

を よ り精 確 に 把 握 す るた め に は ， 本 研 究 が そ の た

め の 指 標 と して 用 い て い る 「真 の 出生 増 減 率」 に

よっ て観 察 す る こと が望 ま しい。

表9 都市 ・農村におけ る出生数 の年次別推移

年

1961

1962

1963

1964

1965

1966

 都     市

出生剃 鱗

1，031，639

1，083，169

1，139，614

1，208，212

1，312，974

 997，310

*真 の出生減少率

 4.99

 5.22

 6.02

 8.67

△24.04

△28.50*

農 村

出 生 劃 増灘

557，733

535，447

519，90?

508，549

510，?23

363，664

X4 .00

02 .90

02.18

 0.43

×28.79

△27.22*

 「真 の 出生 増 減 率 」 で も って ， 都 市 ・農 村 の 比

較 を して み る と， 結果 は表9に 示 す通 りで あ る。

す な わ ち ，都 市 部 で は，28.50%， 農 村 部 で は27.

22%と 各 々減 少 して い る。 都 市 に おけ る減 少 と農

村 部 で の減 少 との 間 に は ほ とん ど差 が み ら れ な

い 。 む しろ ， 強 い て い うな らば ， ご くわ ず か で は

あ る が ， 都 市 部 の 方 が 農村 部 よ りも， よ り多 く減

少 して い る こと がわ か る で あ ろ う。 この こと の意

味 は も し私 た ち が1966年 以 前 の両 地 域 の 出生 傾 向

を 考 慮 に 入 れ て ，1966年 の出 生 減 少 を 比 較 す るな
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 らば ， 「農 村 の方 が都 市 よ りも，よ り多 く丙 午迷 信

の影 響 を うけ た 」 とは 言 え な い ， とい うこ とで あ

る。 つ ま り， 山 口(1967)が 性 比 を用 いて 比 較 し

 「農 村 の 方 が迷 信 に弱 い」 と述 べ た こと は， 心 ず

し も妥 当 で な い とい う こ とを表 わ して い る。 しか

し， だ か ら とい って ， 逆 に 「都 市 の方 が農 村 に 比

べ て ， よ り多 く迷 信 の影 響 を うけ た 」 と言 え るか

とい うと， そ うで は な く， 都 市 ・農 村 間 に は 差 が

な い とい うこ とで あ る。

 しか しな が ら， 青 木 ・冨 沢(1968)が 「文 化 的

経 済 的 に 恵 ま れ て い る 地 域 に ， む しろ 『ヒ ノエ ウ

マ 』 の 影 響 が 強 い 」(P.37)と 述 べ て い る こ とや ，

厚 生 省 の 行 な っ た 「昭和41年 出 生 調 査 」 に お い

て， 「ヒノ エ ウマ に あた る今 年 は 生 みた くない 」

と答 えた 人 が， 大 都 市4.9， そ の 他 の 市3.9， 町 村

3.5%と ， 都 市 部 の方 が 出 生 を た め ら う傾 向 が み

られ る こ とを 併 わ せ 考 え る と き， 都 市 ・農 村 の比

較 に つ い て は， さ らに つ っ こんだ 分 析 が心 要 と さ

れ る こと が感 じ られ る。

 (3)母 親 の年 齢 別 比 較

 迷 信 に影 響 され る， 迷 信 を 受 け 入 れ る， 迷 信 に

左 右 され る， … …そ うい った 行 動 様 式 は ， “前 近

代 的 ” で “古 い ”考 え 方 で あ る ， とす る 見 方 が 強

い。 ま た 一 方 で は ， 高 齢者 ほ ど “古 い” 物 の見 方

を し，前 近 代的 考 え 方 をす る， と も言 わ れ る。 人

間 は年 を と る に従 って 柔 軟 性 を 失 い ， 昔 ， 身 に つ

け た “古 い ” 考 え方 に 従 って 行 動 す る， と言 わ れ

る。 迷 信 な る も のが ， 前 近 代 性 を 表 わ し， 古 い 考

え 方 で あ るな ら， そ うした 考 え 方 は ，年 を と った

人 ほ ど， 受 け 入 れ や す く， ま た左 右 されや す い の

で は な い か ， とい う こと が考xら れて こ よ う。 す

なわ ち， 丙 午 迷 信 に お いて も， そ れ に 影 響 され た

度 合 は ， 高 齢 者 ほ ど， 言 い 換xる な らば ，年 齢 が

高 い 人 ほ ど大 きか った の で は な い か ， とい うこ と

で あ る。

 丙 午 年(1966年)の 出生 減 少 率 で みて み よ う。

ここで は ， 山 口 ・金 子(1968)の 研 究 を 参 照 す る

こ とに し よ う。 表10は ， 母 親 の 年 令 の5才 階 級 別

特 殊 出 生 率 を 表 わ し て い る。 そ れ に よ れ ば ，

「昭 和41年 の出 生 の低 下 に お い て は ，20～34才
，こ

と に25～29才 の特 殊 出生 率 の低 下 の果 た した 役 割

が きわ めて 大 で あ った 」 こ と が， 明 らか で あ る。
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表10母 親 の 年 令 階 級 別 特 殊 出 生 率

年齢階級

15^一19

20～24

25^一29

30^一34

35^一39

40^一44

45-v49

 Σ

昭和40年 のfF(x)を41年 の
PF(x)に 適 用した期待 出生 数

 18，668

 488，342

 869，065

 360，541

 73，707

 10，211

   468

1，821，002

昭 和41年 の 実際 出 生数

     20，015

    394，071

    617，846

    258，497

     61，116

     8，958

      471

    1，360，974

期待出生数と実際出生
数との差

一1
，347

94，271

251，219

102，044

12，591

 1，253

  -3

460，028

 差 の構 成 比(%)

一〇.29

20.4975.154.619728%
22.18
2.74

0.27

0.00

100.00

(注)山 口喜一 ・金子武治 「昭和41年 を中心 とした全国人 口の再 生産に関す る主 要指標」，r人 口問

 題研究』p・57 昭和43年10月 ， よ り作成。

決 して ， 高 年 齢 の 母 親 の 方 に ， よ り大 きな 出生 抑

制 が は た らい た こ とに は な って い な い。

 丙 午 に よ る出 生 減 少 を 研 究 し， 多 面 的 な 観 察 を

お こな った 村 井(1968)の 研 究 に お い て も， 同 様

の結 果 が 報 告 され て い る。 す な わ ち ， 「出 生 児 の

母 の年 令 構 成 を み る と40年 で は24才 以 下29.2%，

35才 以 上 は4.5%で あ った が ，41年 に は そ れ ぞ れ

30，5%，5.2%へ と増 加 した 」(p.6)と 述 べ て い

る。41年 に は 出 生 児 の母 親 の年 令 構 成 に お い て ，

25～34才 の グル ー プが 相 対 的 に 縮 少 した こ とを 意

味 して い る。 村 井 は 「25～29才 で の 減 少 数 は 全 減

少 数 の51%に 達 した 」(p.6)と 報 告 して い る。

 こ の よ うに ， 山 口 ・金 子 お よび 村 井 の 報 告 に も

あ る よ うに ， も っ と も出 生 減 少 の 程 度 の 激 しか っ

た 年 令 階 層 は ，25～29才 の 若 い 母 親 群 で あ った こ

と がわ か る。 す な わ ち決 して ， 高 年 齢 の 母 親 で は

な か った ので あ る。・

 (4)父 親 の職 業 別 比 較

 父 親 の職 業 の ちが い と丙 午 年 の 出 生 減 少 率 との

関 係 に 注 目 して み よ う。 と こ ろで ， 「父親 の職 業 」

とい った 社 会 学 的 カ テ ゴ リー と出 生 力 との 間 に ，

果 た して ど うい った 関 係 が 見 出 され るか ， とい う

問 題 は 意 見 の分 か れ る と こ ろで あ る こ とを 指 摘 し

て お く心 要 が あ る。 そ れ は ， 一 方 の 考}xで は ， そ

の間 に 注 目す べ き関 係 が あ る，と され ，も う一 方 の

考 え方 に よれ ぽ ， 父 親 の職 業 間 に は 出 生 率 の 差 が

な い，と され る。前 者 の考 え は ，SauvyやTaeuber

に よって ， 後 者 の考xは ， 最 近 の国 連 の レポ ー ト

に 代表 さ れ る もの で あ る 。Sauvy(1973)に よれ

ぽ ，二 つ の 要 因 が ， 出 生 率 に い ち じる しい 差 異 を

生 ぜ しめ る と され ， そ の二 つ の要 因 とは ① 社 会 階

層 及 び ② そ れ に 対 応 した 職 業 で あ る。 彼 は ， 出生

率 を 低 い 方 か ら高 い 方 へ と並 べ る と， 多 くの場 合

ほ ぼ 公 務 員 ， 被 用 者 ， 自 由業 者 お よび 富 裕 層 ， 労

働 者 ， 農 民 の順 に な る と述 べ て い る。 同様 に ， 大

著 『日本 の人 口』 の著 者Taeuber(1965)も ， 次

の よ うに 述 べ て い る。

 20世 紀初期 の日本においては，西欧におけ ると同様

に，出生力が高か ったのは夫がホ ワイ トカラーその他

の専門的 な職業に従事 してい る女 よ りも，夫が農業 と

それに関連 した事業か ら収入を得てい る女の方であ っ

た。……(中 略)… 俸給生活者の出生力は，都市 と農村

の区別ではほ とん ど差が なか ったが，俸給生活者の出

生力で もそれぞれ の仕事Y'よ って相当の差があ った。

興味深い ことは小学校教師は多産 グル ープに属 してい

るのに，警察官が少産 グル ープに属 してい ることであ

る(p.287)。

一 方
， 最 近 の 国連 の レポ ・一 ト(1973)に よれ ば ，

こ の よ うな見 解 は ， 修 正 され るべ き方 向 に あ る よ

うで あ る。 そ の背 ：景に は ， 出 生 力 の低 下 とい う時

代 的 特 徴 が存 在 して い る と考 え られ る。

 職業， と りわけ夫の職業は，おそ らく差別出生力の

研究におけ る社会経済的価値の指標 として，最 も広 く

i採用 されて きた。

 日本では，1920年 以来，出生力は低下 して きてい る

が， と りわけ第二次大戦の終わ り以降，あ らゆ る職業

に 出生力低下は影響 して きてい る。出生力低下の初期

には職業 グル ープ問に見 られたギ ャ ップは，幾 らかは



表11 父親 の職業 と出生減少率

喇 父 親 の 職 業
1 事務従事者

2 農林，漁業従事者

  技能工 ，生 産工程従事老及びii+.3  純 労働 者

4 運輸 ・通信従事 者

5 管理的職業従事 者

6 販売従事者

7 専門的 ・技術的職業従事者

8 サ ー ビス職業従事者

9 採鉱 ・採石従事者

  .      L                                        .                                 .

1真の出生減少率

X31.17

×29.76

Q29.29

×28.42

027.95

△26.53

026.03

×24.23

012.88

 拡大 したか もしれないが， グルー プ間の差違 は，以来

 縮 少 し，最近 の調査では，収 束す る方 向性 を示 してい

 る(p.100)。

 表11は ， 父 親 の職 業 別 出生 減 少 率 の差 違 を表 わ

して い る。 “近 代 的 ”な職 業 に従 事 して い る人 は ，

そ うで な い職 業 に従 事 して い る人 に 比 べ ， “近 代

的 ” “合理 的 ” な態 度 を もち ， そ れ 故 に ， 迷 信 な

ど とい う “前 近 代 的 ” で “非 合 理 ” な もの に は 影

響 され な い の で は な い か ， と想 像 され る だ ろ う。

す な わ ち ， 第1次 産 業 従 事者 の 方 が ，第2次 ・第

3次 産 業 従 事者 の 人 よ りも， よ り多 く「丙 午 迷 信 」

の 影響 を受 け， 出生 率 を下 げ た の では ない か ， と

い う推 定 で あ る。 しか し， 表11に 示 され る数 値

は ， 「父 親 の職 業 別 出 生 減 少 率 」 の差 違 は ， 上 に

述 べ た 予 想 と逆 の結 果 を 表 わ して い る。 第1位 の

「真 の出 生 減 少 率 」 を み せ た グル ー プは 「事 務 従

事 者 」 で あ り， 第2位 の 「農 林 ・漁 業 従 事者 」 を

しの い で い る点 は ， 注 目す べ き結果 で あ る。 しか

しな が ら， 全体 的 に み れ ぽ ，職 業 別 グル ー プ 間 の

違 い は， わ ず か な も の で しか なか っ た。

2・ 「真の出生減少率」との相関分析

 迷信とよばれるもの及びそれに関連する社会心

理現象の研究法として，在来の接近方法では，近

代性一前近代性の次元からのみ検討 されがちであ

った。 ここでは，そのほかに，迷信への社会学的

文化人類学的，民俗学的視点をも考慮の枠の内に

含めることにしたい。すなわち，沖縄を除 く全国

46の 都道府県を測定単位として，15の 諸指標 と

「真の出生減少率」との相関関係を検討してい く

のである。 より望ましくは，多重回帰分析をかけ
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て み る こ とが 指 摘 され よ うが ， 今 回 は と りあxず

実 施 ず み の， 単 純 相 関 分 析 の 結 果 に つ い て 述 べ る

こ とに した い 。 分 析 で 考 慮 され た15の 変 数 を要 約

的 に 述 べ る と以 下 の 如 きで あ る。

 (1)情 報源 と して の老 人 の存 在 一 一一① 高齢 者 人

   口と ②世 帯 規 模

 丙午 に つ いて の情 報 を も って い る と思 わ れ る人

は， 老 人 で あ る。 なぜ な ら， 丙 午 年 は60年 に1度

め ぐって くる も ので あ るか ら， 前 回 の丙 午 年 及 び

そ れ に 関 す る こ とを 知 って い る人 は ， 高 齢 者 で あ

る と考xら れ るか らで あ る。

 前 回 の 丙 午 の 年 に 出生 数 が 減 少 した ， とい う こ

とを 知 って い る人 や ， そ の前 回 の丙 午 年 生 まれ の

女性 が， 結 婚 適齢 期 の20才 に な っ た1926年 に15才

以上 で あ っ た人 は ，1926年 頃 に 丙 午 に 関 連 した 不

幸 な事 件 の報 道 に 接 して い た と考xら れ る人 で あ

り， 両 者 と も， 丙 午 に つ い て 何 らか の 情 報 を 持 っ

て い る， と仮 定 して も よい だ ろ う。 「15才以 上 」

と年 令 を 設 定 した の は ， 人 間 が15才 以降 に見 聞 し

た り体験 した こ とは ， そ れ 以前 に比 べ ， 記 憶 に と

どま っ て い る 可能 性 が 高 い， と考 え た か ら で あ

る。

 今 野(1965)は ， 明治 の丙 午 生 まれ の女 性 が 結

婚 適 齢 期 に 入 った 頃 の大 正 末 期 か ら昭 和 初 期 に か

け て の新 聞 を 中 心 に ， 幾 つ か の 不 幸 な 事 件 を 調 査

した 。

 大正15年7月1日 に神奈川 県小田原 の旅 館霜 田屋 で

姉 妹心中 した大阪市北 区の21歳 と19歳 の姉妹 も，丙午

で縁遠 い姉 の身の上 に妹 が同情 して ともに塩酸 コカイ

ンを飲 んだ ものだった。同 じ年 の10月 には，東京浅 草

新福富町 の寺田はつ とい う女性が多量の アル コールを

飲み，厩橋上か ら投身 自殺 しよ うとして救われた。半

年前に結婚 していたが，最近丙午生 まれであった こと

がわか り，親戚 な どの反対 で別 れ話 が出たのを苦 にし

てだった とい う(p.169)。

これらは，ほんの少数の出来事だったのかもしれ

ないし，あるいはまだ未報道のまま多 くの事件が

発生 していたのかもしれない。いずれにせよ，こ

うした事件が報道されたことからくる社会的影響

は，まことに大きなものがある。今野は， 「もっ

と克明に調べたら見つかるかもしれないが，明治

39年 生まれの女性が22歳 になった昭和3年 まで
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は ，少 な くと も こ う した丙 午 自殺 事 件 は 続 いて い

る」 と述 べ て い る(P.169)。

 世 間 で丙 午 生 ま れ の女 性 の結 婚 が騒 がれ ， 忌 避

され た こと は， こ う した 当 の女 性 た ち の不 幸 な事

件 を通 して だ け で な く， 次 の よ うな エ ピ ソー ドに

よって も知 る こと が で きる。 参 議 院 議 長 河 野 謙三

は 次 の よ うに述 べ て い る。

 私 の妹 は明治39年 ，丙午(ひ のrう ま)の 生 まれで

ある。当時 のことだか ら，丙午 の女 は亭主を食 うとい

って，今 と違 って縁遠 いものとされ てい た。 この娘 を

嫁 がせるために は， こち らか ら範 を垂れ るに し くはな

い。まず 兄一郎 の嫁 に丙午 を もらい，次 なる謙三.にも

一匹 もらって二匹 引き受 けれぽ
，家 の一匹 もど うにか

 さば けるだ ろ うとい うネライである。

 女房 も妹 と同 じだか ら，む ろん丙午 で，か くて私 の

場合 は迷信 がか}っ て縁談 をスムーズにさせ る ことに

なったわ けだ 。今に して，母 の賢母 ぶ りを思 うのであ

 る(日 本経済新聞1975年1月17日 号，「私 の履歴書」)。

この よ うに， や は り大 正 末期 か ら昭和 初 期 に は人

々の 間 に広 く 「丙午 娘 は縁 遠 い」 と い う観 念 が流

布 して い た よ うで あ る。 人hは そ うし た事 柄 を直

接 に 間接 に見 聞 した り体 験 した の で あ る。 当時 の

こと を知 って い る人 は， 現 在 で は 「老 人 」 の範 疇

に入 る。 した が って ， 本 研 究 に お いて は， 丙 午 に

つ い て の情 報 源 と して の 「老 人 」 の生 態 学 的 分 布

を一 つ の変 数 と して 考 慮 す る こ とに した 。

 こ こで い う 「老 人(ま た は 高 齢 者)」 と は， 「前

回 の 丙午 時 に15才 以上 ， した が って ，1966年 の丙

午 年 に75才 以上 の人h」 お よび， 「1926年 に15才

以上 ， す なわ ち1966年 に55才 以上 の人 々」 を さ し

て い る。1966年 ， 日本 の総 人 口は約9億8千 万 人

で あ っ た。 そ の うち，55才 以 上 の 人 口は ，約1億4

千 万 人 ， 割 合 に して13.8%で あ る。 こ の13.8%の

「老人 」 た ち が， 日本 全 国 の ど こに い た か ， す な

わ ち， 彼 らの 「生 態 学 的 分 布 」 は， 迷 信 の知 識 の

分 布 に密 接 に 関 連 して い るで あ ろ う。

 世 帯 数 は， 核 家 族 化 の傾 向を 表 わ して い る。 そ

して ， ま た世 帯 数 の大 小 は， 家 族 の中 に 老 人 を 含

む 可 能 性 に も関 連 して い る， と考xら れ る。 す な

わ ち， 世 帯 数 が小 さけ れ ぽ そ れ だ け 核 家 族 化 が進

ん で い る こ とを 示 し， また 老 人 を 家 族 構 成 員 の中

に 含 ん で い る可 能 性 が小 さ くな る。

 (2)情 報伝 達 メデ ィア の普 及 一… ③ テ レ ビ ・ラ

   ジオ と④ 新 聞

 情 報 源 と して の 「老 人」 の分 布 の つ ぎ に， 情 報

源 そ の もの で は な い が ，情 報 を もた らす 機 能 を は

た す もの と して ，情 報伝 達 メデ ィア に 注 目す る必

要 が あ る。 現 代 に お い て ， この情 報 伝 達 メデ ィア

の 最 も発 達 した もの が ， い わ ゆ る マ ス コ ミで あ る

こ とに 異存 は な い で あ ろ う。

 丙 午 に よる 出生 抑 制 とい う現 象 に お い て， この

マ ス コ ミの果 た した 役 割 は きわ めて 大 きい。 厚 生

省 が1966年 秋 に 実 施 した 丙午 調 査 の報 告 は， 迷 信

に 関す る情 報 伝 達 過 程 に つ いて マ ス コ ミが い か に

大 きな 役 割 を果 た して い たか ， を示 す 大 変 興 味 深

い 結果 を ま とめ て い る 。 そ れ に よれ ぽ ， 丙午 に つ

い て 「知 って い た 」 と答 え た 人 は ，全 体1917名 中

97.9%の1876名 で あ った。 そ して ， そ の1876名 中

554名 ， す なわ ち約30%弱(28.9%)の 人 が ，丙午 に

つ い て の 知 識 を 「マ ス コ ミを通 して」 得 た ， と答

xて い る。 す な わ ち ， マ ス コ ミが 丙午 の迷 信 に つ

い て ， ま った く触 れ ず ， 話題 と して も取 り上 げ ず

何 の 報道 もせ ず に ， 丙 午 の情 報 ・知識 を提 供 しな

か った と した ら， 多 くの 人 が1966年 を 丙午 とい う

名 の 特 別 の年 で あ る こ とを意 識 す る こと な く， た

だ の 他 の 年 と同 じ よ うに通 り過 ご して い た か も知

れ な い ， とい うこ とで あ る。 ど うい う意 図 を もっ

て 報道 した に せ よ丙午 の情 報 を マ ス コ ミは 人hに

伝 達 し た の で あ る。 近 代社 会 の 一 つ の 象 徴 で あ

り， 科学 技 術 の進 歩 が もた ら した近 代的 大 衆 コ ミ

ュ ニケ ー シ ョソ ・メデ ィア と して の マ ス コ ミが も

た ら した 影 響 は ， 無 視 しえ な い もの が あ る。

 テ レビ ・ラ ジオ の 普 及 度 は ， それ らの受 信契 約

者 数 を もと に世 帯 数 に対 して考 案 さ れ た 「普 及 率 」

を もと に した。 一 方 ， 新 聞 の普 及度 につ いて は，

府 県 別 新 聞 配 布部 数 を参 考 に した指 標 を用 い た。

この 「新 聞 配布 部 数 」 は， 日刊紙 の 発行 部 数 で あ

って ， 各 新 聞社 よ り日本 新 聞協 会 に報 告 され た も

の で あ る。 す べ て の 日刊 紙 が， 記 事 と して 「丙 午 」

を と りあげ たわ け で は な い。 し た が っ て， よ り厳

密 に考xる な らぽ ， 記 事 と して 「丙午 」 を と りあ

げ た， 朝 日 ・毎 日 ・読 売 の各 新 聞 の発 行 な らびに

府 県 別配 布 部数 を調 べ るべ きで あ るか も しれ ない

が， こ こで は， 一 応 上 述 の よ うに， よ り一 般 化 さ



れた 「新聞配布部数」をもって指標とした。

 (3)宗 教的信条の拡が り一一⑤ 神道，⑥仏教，

   ⑦キ リス ト教

 宗教的信条は，その人のもつ世界観と結びつい

ている。丙午が迷信と呼ばれるものの，なん らか

の運命観，世界観，あるいは物の考x方 ，日常の生

活態度と関連したところで人hに 影響を与xて い

るとみる見方がある。その場合，ひとりひとりの

宗教的信条と，その人の迷信への態度とはどこか

で連が りがあるだろうと考えられる。すなわち，

仏教ないし仏教的信条により近い人は，キ リス ト

教ないしキ リス ト教的信条により近い人に比べ，

陰陽五行説と関連のある 「丙午」迷信に対 し，な

んらかの違った受け取め方をしているのではなか

ろうか，と考}ら れる。

 各宗教的信条の分布度は，各々の宗教の信者の

数が，それぞれの府県の総人口に対して占める割

合で示されている。信者数は，各宗教団体に登録

された 「信者数」なるものによっている。 ここで

「『信者数』なるもの」 と呼んだのは， これ らの

数値が必ずしも全面的に信用 していいものか疑問

が残るか らである。なぜなら， 「信者数」は，各

宗教団体か らの報告時において， 「水増し」され

ていることがうかがわれるか らである。それ故，

神道，仏教，キ リス ト教の信者数を合計すると，

県の総人口より多 くなっている県がい くつか出て

きた り，また，日本全体のこれ ら三宗教の合計総

信者数は，日本の実際の総人口を上まわっていた

りする。

 登録された信者数の割合をもって，その信条の

分布 とすることには難点がないわけではないが，

ここでは，信者を一応その信条についての「情報の

保有者並びに伝達主体(発報源)」 として把握する

こととした。ミクロのレベルで，こうした宗教的信

条が，日本人の場合どの程度その人の行動の指針

として，ないしは，生活態度形成要因として重要

性をもっているかは疑問の余地がある。 しか し，

ここではと りあえず，入手 しうるデータの限界も

考慮 して， 「信者数の分布」を 「信条の分布」と

して理解すると共に，その 「信条」は人hの 意思

決定 ・行動決定の要因として機能している，と見

ることにした。
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 (4)生 態 学 的 安 定 性 一一 一⑧ 人 口密 度 と⑨ 都 市 化

   の レベ ル 及 び ⑩ 速 度

 これ らの 諸 変 数 は ， 生 活 様 式 に 特 に 関 連 して い

る。Wirth(1938)が 「生 活 様 式 と して の都 市 化 」

の 論 文 で 述 べ て い る よ うに ， 都 市 化 の過 程 は親 戚

関 係 の 弱 体 化 ， 匿 名 性 の 発 達 ，表 面 性 ，ア ノ ミー，

対 人 関 係 の一 過 性 ・一 時 性 と い っ た よ うな社 会組

織 の解 体 過 程 と して 見 る こと が で きる。

 丙午 の迷 信 は ，所 与 の社 会 に お け る対 人 関 係 の

質 的 側 面 と密 接 に関 連 して い る。 なぜ な ら， 丙 午

の テ ー マ は， 女 性 の結 婚 や ， 迷 信 に対 す る他 の人

々の態 度 につ い て の， 人hの 認 知 に 関 係 が あ るか

らで あ る。 そ れ 故 ， 迷 信 や 迷 信 に 近 い 考 えは ， 対

人 関 係 が 稀 薄 で ， 表 面 的 で ， 安 定 して い な い 人h

一一 例7 ...ぽ新 し く都 市 に 移 住 して きた 人h 一・の

間 で は ， た やす く広 が りや す い。 人 間 関 係 は ， そ

の基 盤 が しっか りと した もの で， 安 定 して い て，

しか も適 度 な深 さ を もっ て いな い と き非 常 に変 化

しや す い 。 単 な る うわ べ だ け の， あ るい は過 渡 的

な 対 人 関 係 に お い て は ， 人hは 結 婚 とい った “人

と人 と のむ す び つ き” に 関 係 した 厂丙 午 の迷 信 」

に は ， 安 易 に 左 右 され る で あ ろ う。

 私 た ち は ，Lewis(1959)の 次 の よ うな 指 摘 に 興

味 を持 つ。

 私 は， より成熟 した深 い人 間関係 が，血縁 関係 や居

住 の隣接性 のため に毎 日一緒 に生活 している，迷信深

 く，魔術 に弱い無知 な農民 たちの間に おいて よりも，

お互 いを友情 に基い て選択 している， 同情心 のある，

高等教育を受けた国際的 な人 々の間において， よ り多

 く存在 してい るか ど うか疑わ しい と思 ってい る。

 しっか りした，温い，理解あ る人間関係やつなが り

の数 とい うものは，おそ らくいかな る社会，都 市であ

れ農村 であれ，近 代社 会であれ ， “遅 れた”社 会であ

れ， どこにおいて もおそ らく限 られ ている(P.498)。

 すなわち，人間関係 という視点か らみると，そ

の安定性 ・充実性 という点では，都市と農村，前

近代と近代社会とい う区分は，あまり意味をもた

ない，有効な分類軸とはならないのではないか，

とい うことである。

 都市 ・農村別比較については，既に前節で結果

が報告された。それによれぽ，丙午年の出生減少

率では，都市 ・農村にほとんど差がないことが明
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らかである。

 ここでは都市 ・農村，前近代 ・近代社会とい う

静態的二分法のみによらない視点を導入する。そ

れは，過渡的な段階にある社会(移 りつつある社

会，変化しつつある社会)は ，都市 ・農村といっ

た固定的な社会よりも，迷信に対しより敏感に反

応するのではないか，とい う前提か ら形 成 され

る。なぜな ら，過渡的な社会では，人hの 価値観

・生活意識 ・生活様式がまだ固定的でな く，流動

的で不安定であ り，表面的な情報によってたやす

く影響を受けるか らである。社会変化を，どうい

った側面にスポットをあてて抽出するかは，その

研究 目的によって選定されるべきであろ うが，こ

こでは，社会変化を表わすものとして 「都市化」

を取 り上げた。そして，速度をとるための単位時

間を，1955年 か ら1965年の10年 間とした。この10

年間の間に，急激に都市人口比率が増加した県ほ

ど，都市化の速度は速いことにな り，それだけ社

会環境変化は激しいことを表わすと考えることに

した。仮説として， 「都市化の速度のより大きな

県は，出生数の上で，より大きな減少を示し，迷

信に反応する」とい うことが考}ら れる。

 「人口密度」と 「出生減少率」との間の相関も

生態学的安定性の問題と合わせて，考察すること

にした。

 (5)出 生力の基本動向一一⑪ 普通出生率⑫出生

   力増減傾向

 迷信によってもたらされたとい うものの，出生

減少とい う現象それ自体は，すぐれて人口現象そ

のものであ り，とりわけ出生力にかかわる問題で

あるため，出生減少に影響を与え うる諸要素との

関連を見ることと同 じように，出生力そのものが

自らの うちに内包する諸特性をも，また考察に入

れてしかるべきである。

 ここで人口学的要因として再び考慮 される指標

は，：二つある。一つは都道府県別普通出生率であ

り，もう一つは都道府県別出生増減傾向である。

増減傾向とは，丙午年の前5ケ 年1961年 か ら1965

年までの年平均増減率がプラス(増 加傾向)で あ

ったか，あるいは一7イナス(減 少傾向)で あった

か，とい うことである。それらの指標 と丙午年の

出生減少との関係が観察される。

 第1の 指標である 「普通出生率」を用いた理由

は，このr普 通出生率」は，出生力の高低を県別に

比較することができるからである。そして， 「出

生力の低い県ほど出生減少が著しい」と言えるの

か，あるいは 「出生力が高い県ほど出生減少が激

しい」のか，それとも 「そもそも出生力それ自体

の高低と，真の出生減少率との間には，さしたる

相関関係がない」のか，などを分析するためであ

る。

 一一方，第2の 指標の 「県別出生力の増減傾向」

は，出生力が5ケ 年間に減少 しつつあった県と，

増加しつつあった県とでは，どちらがより多く出

生減少を見せたか，あるいは，そ うした 5ケ 年

の出生力の増減傾向と丙午年の出生減少の程度と

の間には注目すべき関係が発見されないか，を検

討するために用いられる。

 (6)経 済的豊かさ一 一・⑬県民分配所得

 経済的豊かさと出生率との関係は，これまでに

もさまざまな研究がなされ，両者の間に深い連が

りのあることは，広く認められているところであ

る。出生力の動向が経済状況に影響を与えると同

時に，経済状況もまた，出生力の動向に影響を与
}る

。出生率と経済的豊かさとが密接に相互に関

連する以上，丙午による出生減少と経済的豊か さ

の間に，何 らかの関係が見出されるか も知 れ な

い。

 また，経済的豊かさと，迷信への敏感性との間

に，何 らかの関係が見出されるであろうか。豊か

さは，常に人を安定 させるとは限 らない。例えば

情報が豊かに(多 く)な り，選択肢の数が増せぽ

かえって人は，それ以前 よりも，判断 ・解釈など

を含めて， より複雑な情報処理のできる能力を求

められる。経済的豊：かさについても同様に，単な

る量的拡大のみでは，必ず しも人間にとって真の

「豊かさ」にはつながらない。

 こうした問題意識を背景に，ここでは，経済的

豊かさの指標として， 「県民分配所得」をと りあ

げ，出生減少率との関係をみることにした。

 (7)教 育のレベルー 一⑭高校進学率

 ここでは，人 々の迷信への反応を教育との関係

で見ていくことにする。それは 「より教育のある

者は， より近代的 ・合理的思考をするから迷信な



どに左右されない」とい う考え方からで は な し

に，「教育が， 人々の思想や態度あるいは思考様

式に一一それが近代的か否かにかかわらず一 一影

響を与える要因として考xら れる」か らである。

 ここで用いられる，教育レベルの指標は， 「県

別高校進学率」である。 しかしながら， この指標

は，指標 としての妥当性に難点がない，とは言x

ない。なぜなら，それは，丙午年の出産に関わる

親の教育 レベルを表わ したものではないか らであ

る。出産の計画，決定，実行にたずさわる，当の

親たち，あるいは親にあたる世代の人hの 教育の

レベルを表わしていないのではないか，とい うと

ころが問題となる。

 しかしなから，ここでは，さしあたって他によ

り適当な 「教育関連指標」が見当らなかったこと

と，次のような考え方によって，一応 「高校進学

率」をもって 「教育のレベル」指標とすることに

した。その考x方 とは，高校進学率をもって，そ

の県の 「教育の重要性 ・必要性 ・価値に関する理

解度 ・認識度」として考えることである。子供を

より高い教育機関へ進ませ ようとする親の多い県

は，それだけ教育に熱心であろうと考えられる。

 (8)産 業化のレベルー ⑮第1次 産業就業者の

   割合

 産業化が，人hの 意識や行動，生活様式に与え

た影響の大きいことは，周知の通 りである。それ

は単に過去の問題として完了しているわけでもな

く，現在も今後も，発展しつづける問題としてと

らえることができるだろ う。

 産業化が社会にもたらした影響については，多

くのすぐれた研究が蓄積されている。 ここでは，

社会変動の一局面としての産業化を， 「非第1次

産業就業者の増大」としてとらえる。指標として

使用されるのは 「全就業者数に対する第1次 産業

就業者の割合」であ り，その割合が低いほど産業

化のレベルが高いことを表わしている。

 (9)分 析結果の要約と考察

 相関分析の結果は，表12お よび表13と してしめ

されている。表12に まとめられた14変 数のうち

で，最 も相関の高かったものは，「都市化の速度」で

その次が， 「仏教の普及度」であった。この上位

2項 目は，各々危険率1%レ ベルで統計的に有意
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 表12

  変        数

① 高齢者の存在

② 世 帯 規 模

③ テレビ・ラジオの普及

④ 新 聞の普及

⑤ 宗教的信条一神   道

⑥ 宗教的信条一仏   教

⑦ 宗教的信条一キリスト教

⑧ 人 口 密 度

⑨ 都市化のレベル

⑩ 都市化の速度

⑪ 出生力基本動向(普 通出生率)

⑬ 経済的豊かさ

⑭ 教育レベル

⑮ 産業化のレベル

都道府県を単位とした相関分析の結果

           1相関係数陣
 .156

一 .292

 .115

 .347*

 .361

 .427**

一 .293

.125

.220

.445**

.190

.294

 .264

一
.363*

**一1%で 有 意
，*一5%で 有 意(N=46)。
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表13分 析 の結果一変数⑫ 出生 力増減傾 向との相関

1961～1965年 の出生増 減率

 上 昇(増 加)傾 向の県

 下 降(減 少)傾 向の県

**一1%で 有意。

lN頃 麟 麺 
 29 1   .156

 1?   1   一.601**

で あ る。 相 関 の高 か っ た順 で ，3位 か ら5位 まで

の3項 目は順 に 「新 聞 の 普 及 度」， 「神道 の普 及度 」

「産 業 化 の レベ ル」 で ， これ らは 危 険 率5%水 準

で 同様 に 統 計 的 に 有 意 な 関 係 が 認 め られ た。

 一 方 ， 負 の相 関 が 見 られ た もの は ， 「産 業化 の

レベ ル 」，rキ リス ト教 の 普 及 度」， 「世 帯規 模」 の

3変 数 で あ った。 これ らの 意味 す る と ころ は， 産

業 化 が進 め ぽ進 む ほ ど， ま た キ リス ト教 が普 及 す

れ ぽす る ほ ど， そ して 世 帯 が大 き くなれ ば な る ほ

ど， 出生 減 少 率 は小 さ くな り， 丙 午 の影 響 が 小 さ

くな る可 能 性 を ， そ れ ぞ れ の変 数 に よって 違 った

程 度 に 示 して い る， とい うこ とで あ る。

 「情 報 伝 達 メデ ィアの 普 及 」 指 標 グル ー プの う

ち， 第1の 「テ レ ビ ・ラ ジオ の普 及 度 」 との 相 関

は 極 め て 低 か った 。 そ れ に 対 し， 第2の 「新 聞 の

普 及 度 」 は ，0.347と ，5%で 有 意 な 関 係 が 認 め

られ た 。 この 二 つ の ち が い は ， メデ ィア と して の

「テ レ ビ ・ラ ジオ」(電 波 メデ ィア) と 「新 聞 」



64

(活字 ・印刷メデ ィア)との質的ちがいの故であろ

うと推察される。テレビ ・ラジオは，まさにその

時間，その番組を見ていなければ特定の情報が流

れる率は少な く，一・方，新聞は，テレビ番組 ・ラ

ジオ番組の解説記事も含めて，その時，その日に

見なくても，あとで読むこともできる。すなわち

情報の保存可能性のちがいが関与していると考え

られる。

 表13か ら明らかな ように，人口学的要因のうち

第2指 標である 「県別出生力の増減傾向」と 「真

の出生減少率」とには，出生力が増加(上 昇)傾向

にあった地域では特別の関係は見い出されなかっ

た。しかし一方の，年平均出生増減率が減少(下

降)傾 向にあった地域では，この両者の間に，一

.601と い うきわめて高い負の相関が認められた。

これは，より小 さい年平均減少率をもつ県ほど，

丙午年の 「真の出生減少」が大きかったというこ

とを示 している。

 高齢者の分布と真の出生減少率との相関が低い

ことは，電信電話網や郵便制度の発達 した現代の

日本社会では，その知識の伝播速度，情報流通チ

ャネルの多様化，即時化などの高度な技術的 ・制

度的発達によって情報が流れやす くなっているこ

とに関連して考察され よう。情報源としての老人

の生態学的分布，すなわち，知識としての丙午の

迷信の生態学的分布と，それによる人hの 行動(出

生抑制)と の間には，両者の直線的な関係を攪乱

させるさまざまな要因が存在 しているため，低い

相関関係しか認められなかったと考えられる。交

通機関の発達なども人hの 空間的移動 を 増 大 さ

せ，単に情報のみの交換(流通)拡 大のみならず，

人的交流も盛んにな り，社会における情報伝播速

度の増加をもたらしている。丙午年の出生につい

て 「国の母か ら出産延期を勧められた」 (青木 ・

冨沢，1968，P.亅37)と いうケースのように，老人

の生態学的分布と関係なく情報は流れ，人hの 行

動に影響を与えうるのである。丙午の情報源とし

ての老人の分布と，情報の分布との関係は，きわ

めて稀薄であるといx.よ う。

 同様のことがマスコミの普及度と出生減少率と

の関係についてもあてはまる。つまり，テレビ，

ラジオ受信機を所有していても丙午に関する番組

を見た り聞いた りしたとは限 らないし，新聞を購

読 しているか らといって丙午についての記事を読

んだとは限 らない。また丙午について知ったから

といって，出生抑制とい う行動に結びつ くとは限

らず，情報の獲得か ら行動の生起までの間にはま

だ他にも多くの要因が介在していると考えねばな

るまい。

 宗教的信条の分布のうち， 「仏教」と丙午の出

生減少率との関係が高いことは，ここではその事

実を指摘するにとどめてお くが，これは別途比較

宗教学的アプローチが必要であろ う。また既に述

べた ように宗教団体の報告する 「信者数」の信頼

度の問題や日本人の宗教観の問題 も検討されなけ

れぽならないであろう。一・方，キ リス ト教 と丙午

の出生減少率との間には低いながらも負の相関が

見られたことは，やは り西洋か ら入って きたキ リ

ス ト教の精神と，丙午の迷信 とが人hの 行動の指

針を与える要因としては対立的な関係にあるらし

いことがうかがい知れる。

 「都市化」を中心に した 「環境安定性」の側面

では，単なる 「都市化のレベル」指標 よりも， よ

りダイナミックな 「都市化の速度」指標の方が，

丙午の出生減少と高い相関を示した。しかも，15

の変数の中で丙午の出生減少率と最も高い相関を

示したものがこの 「都市化の速度」であったこと

は，近代化の速度を問題にしたLevy(1966)の

「比較的お くれて近代化の始まった社会(例 えば

ドイツや日本)で は既に近代化された社会から，

技術，社会組織等さまざまな側面を輸入し役立て

ることができ，そのため先に近代化 した社会より

も 『急速に』発展することができるが，近代化が

早 くからおこっていた 『土着的発展者』の社会(例

えばイギ リスやフランス)に 比べ，社会がより不

安定である」とい う考えに共通したも㊧がある。

 人hの 思考や態度に最も影響を直接的に及ぼす

はずの 「教育」のレベルと丙午の出生減少率との

関係が比較的低かったのは，やは り指標の設定に

問題があったのであろうと解釈される。本研究で

は， 「高校進学率」をもってその 「県」の教育の

レベルが表わされると考えたわけであるが，やは

りもっと直接的に人口再生産活動に関 係 の あ る

「親」の教育 レベルを表わしうるような指標を設



定 す べ きで あ ろ う。 これ は 今 後 の課 題 と され る と

ころで あ る。

 人 口学 的 要 因 との 関 連 に つ いて 言}ば ，二 つ の

発 見 が あ った とい って よい だ ろ う。 一 つ は， 出生

力 そ の もの の 高 低 と， 丙 午 年 の 出生 抑 制 の程 度 と

の 間 に は ， は っ き りした 関 係 が見 られ な か っ た。

これ は ， 本 研 究 に お い て 「真 の 出生 減少 率 」 な る

指 標 を 用 い て 得 られ た 一 つ の 結果 で あ って ， 青 木

・冨 沢(1968)の よ うに
， 「対 前 年 増 減 率 」 で み

る と， 次 の よ うな ， 別 の結 果 に な る点 ， 区 別す べ

きで あ ろ う。

 昭和41年 の前年対 出生減 少割合 を府県別 に見 る と

 き，鹿 児島(△19.6%)か ら三重(△36.0%)に 至 るま

 で，2倍 近い差異 があるが，い まこの減少割合別に観

察す る と，… …前年 までの出生 力の低い府県 ほど， 出

生減 少のい ち じるしい ことが うかがれ る(P.33)。

本研 究 に お い て は， 粗 出生 率 と 「真 の 出生 減 少 率 」

と の 間 に は，0.19と きわ めて 低 い相 関 関 係 しか 認

め られ なか っ た。 す なわ ち， こ こで は ， 出生 力 の

高 低 だ け を も って 一 義 的 に 丙 午 年 の 出生 減 少 率 と

結 びつ け て 考xる こ とは で きな い ， とい うこ とが

明 らか に され た ので あ る。

 つ ぎに ， 第2の 注 目す べ き事 柄 と して ，1961年

か ら1965年 まで の年 平 均 出 生 率 増 減 傾 向 と1966年

の出 生 減 少 率 と の関 係 が あ げ られ よ う。 す な わ ち

年 平 均 増 減 率 が 負 で あ った(減 少 傾 向 に あ った)

諸 県 に つ い て は ， 前 章 で も述 べ た よ うに ， 減 少 率

の よ り小 さな 県 ほ ど丙 午 年 に は 大 き く出 生 減 少 を

示 して い る， とい うこ とが 認 め られ た 。 この 点 に

つ い て は ， 青 木 ・冨 沢 の研 究 結 果 と一 致 して い る。

青 木 ・冨 沢(1968)は 次 の よ うに 述べ て い る。

 もとより，出生減少 の絶対的深 さの主因 は， 「ヒノ

エウマ」に求 めな くてはなるまいが，相対的格差だけ

を問題 とす るとき，す でに 出生力 の下 りつつあ った府

県が， よ り多 く低下 の拍車をかけ られ， さらにその差

別を拡大 した ことが示 され る(P.33傍 点は筆老)。

言 い換aる な らば ， す で に 出生 率 が下 が りつ つ あ

っ た， 減 少 傾 向 の諸 県 は， 丙 午 年 に ます ます 減 少

し， 増 加 傾 向 の諸 県 と の ひ ら き が大 き くな った ，

と い う こと で あ る。 しか も， 本 研 究 で さ らに 明 ら

か に な った こ とは ， そ の 同 じ 「出 生 力 の 下 りつ つ

あ った 府 県 」 の中 を よ く見 て い くと， そ の下 り方
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が よ り小 さい(緩 や か な下 降 傾 向)府 県 の方 が，

丙午 年 の減 少 率 は 大 きい， と い う こと で あ る。 こ

の こ とは ， しか し，す で に 出生 減 少 しつ つ あ っ た

県 で ， あ る程 度 以上 に 出生 抑 制 力 の働 いて い た と

ころ で は ， 丙 午 年 に 限 って さ らに 出生 抑 制 力 が急

増 した ， とい うこ とで は な い。 す な わ ち， す で に

あ る程 度 抑 制 し始 めて い た 県 の抑 制 ポ テ ソ シ ャ リ

テ ィ ーは ，す で に使 用 され て お り， 新 た な る強 力

な 出生 抑 制 を 発 動 す る こと は で きなか っ た。 つ ま

り， 出生 抑 制 に も， 「見 え な い下 限」 と い っ た も

の が存 在 した の で は な い か， とい う こと で あ る。

これ は 別途 ，人 口学 的 研 究 の対 象 とされ るべ き問

題 で あ る と考xら れ る。

 こ こで 問題 とす べ き こと は ， 出生 抑 制 力 の ポ テ

ン シ ャ リテ ィー で， 「や る気 に なれ ぽ抑 制 で きる

可能 性 」 で あ ろ う。Beshers(1967)に よる 出生 力

ダ イ ナ ミ ックス の 因子 分 析 モ デ ル に よれ ぽ， 「出

生 力 の抑 制 」 と 「手 段 を利 用 す る能 力」 と の 間 に

は，0.74と きわ めて 高 い正 の相 関 が あ る こ と が知

られ て い る(図6参 照)。
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 日本では，早 くか ら家族計画の思想と実践とが

人hの 間に受け入れ られていた。1966年 の丙午の

年以前に，大部分の日本人が受胎調節とい うもの

を知っていた。毎 日新聞人 口問題調査会に よって

実施された 「全国家族計画調査」(1970)の 結果を

見てみよう。表14及 び表15は ，避妊の実行状況の

推移である。表14に よれば，丙午年の前年，1965
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 50.5～6)
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19.5

2F.3
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39.2

42.5

42.3

44.0

55.5
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52.6

59.3

60.5

 表14避 妊 の 実 行 状 況 の 推 移

蔦劉毒黙一辮客一一 調

         (%)

査   対   象

9.6 1  63.6

13.8  1   54.9

18.8  1   41.f

17.3  1   38.3

20.2  1   33.0

26.1  1   28.5

19.O  I   29.8

16.5  1   26.8

19.2  1   23.1

19.1  1   19.3

20.2  1   16.8

22.O  I   15.1

21.O I  13.3

7.3

5.O

f.0

5.2

4.3

3.1

7.2

1.2

4.7

9.6

10.4

3.6

5.2

妻 の年齢50歳 未満 の夫婦  3，528組

    〃       3，500組

    〃             3，000糸且

    ”       3，809組

    〃       3，835組

    〃       3，835組

夫のあ る50歳 未満 の女子 3，600人

    〃       3，600人

    〃       3，804人

    〃       3，804人

    〃       3，804人

    〃       3，750人

    〃       3，750人

人 口問題協議会編r人 冂事典』家族計 画国際協力財団，1975よ り作成。
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毎 日新聞社人 口問題調査会 「家族計画世論調

  (1970)よ り作成。妻の年齢別以下は現

在実行率について，対象は妻の年齢50歳 未満.
の夫婦について調査 された。

年(昭 和40年)3月 に は ， 「現在 実行 して い る」

(55.5%)と 「前 に 実 行 した こ とが あ る」(16.5%)

の 合 計72%の 人 が 「避 妊 を 実行 す る能 力 の あ る」

こ とが わ か る。 第7回 全 国 家族 計 画調 査(1963年

実施)に よれば，90%の 人が避妊について好意的

な意見を表明している。また，1965年 の第8回 調

査では，避妊の実施において，それまで見 られて

いた 「都市部と農村部との差」も消失 したことが

明らかとなっている。すなわち，地域的な偏 りな

く，全国的に避妊が普及 していたことが知れるの

である。家族計画の普及は，突如として， しかも

急速に丙午年に限っておこったもので は な く，

1950年 代末より序々に日本国民の間に浸透してい

ったものである。こうした，広 く普及した受胎調

節の実施が，人々をして丙午をきっかけに広 く誘

発され，1966年 の出生減少を生起させたとみるこ

とができる。避妊の思想 ・技術 ・実施が広 く普及

していないところでは，仮に丙午のような迷信が

人々の動機づけを刺激したとしても，1966年 の日

本のようにそれほど効果的に，人 々が出生抑制を

生起 させたとは考えられない。 したがって，1966

年の出生激減を考えるとき， この受胎調節の普及

ということが，重要な要因の一つとして考x ..られ

ねばならない。

 最後に産業化のレベルについて触れる。産業化

のレベルと出生減少率との間にはｮa.363と い う

負の相関が発見された。これは産業化が進むに従

って出生減少率は小さくなる。即ち，丙午による

影響の程度がより少な くなることを示している。

都市化の レベルとの相関が0.220と い う結果 と合



わせて考xる と，丙午に対する人hの 反応と産業

化のレベルの方が，都市化のレベルよりも連がり

が強いことがわかる。本研究では指標設定の時点

で 「都市化の速度」については考えついたが，「産

業化の速度」にまで考xが 及ばなかった。算出方

法は 「都市化のレベル」か ら 「都市化の速度」を

導き出したのと同 じようにやさしいこ と な の で

「産業化の速度」についても今後の研究で検討し

たいところである。

V.む す び

 以上の分析を通 じて，私たちは，1966年 の丙午

年に，人hは 「丙午迷信」に対 して出生を人為的

に抑制あるいは出生登録を操作するかたちで感応

した，ということが出来るようである。少なくと

も1966年 の異例な出生激減には 「出生抑制」が関

与していたことは明らかになった。 ところで， こ

の1966年 の丙午に向けての出生抑制行動は，それ

に直接に関与 した 「個々人」のレベルでは， どの

ように理解 さるべ きであろうか。 この問いに十全

に答xる ことは，本研究での分析の枠を越えてい

る。 ここで私たちのなしうることは，考えをすす

めていくうえでのいくつかの足がか りを提供する

ことでしかない。そうした足がか りとして，次の

三つが， とりあxず 掲げられよう。すなわち，①

同調 ・模倣行動 として，②現代人の社会的性格 と

の関連で，そして，③合理的な選択行動 として，

である。

 「ある社会集団に所属する人hは ，一般にその

集団特有の思考や感情の形式を共有 し，人h相 互

の間には類似 した型の行動が現われ」，これが同

調行動とい うことになる。 「同調行動は，人々が

同調すべき集団の規準ないし(集 団の)規 範的な

行動の型を，前提として要請する。」そしてこの規

準の社会心理学的条件を 「同調枠」とい うことば

で表わしている。これには広い範囲のものが含ま

れ，社会的，歴史的条件や個人内の心理的特性，

パ ー ソナ リテ ィや文化なども含まれている。実

際には同調行動は多 くのさまざまな条件によって

複合的に規定されて くるため，丙午の出生抑制の

ような行動の場合それが何によって主 としてもた
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らされたか一概には述べられない。強いてい うな

ら，一つの要因として 日本人の人種としての同一

性(単 一性)が あげ られるかもしれない。あるい

はまた， 日本人の間にある集団優先主義が集団の

規範を強め個人に暗黙の心理的拘束力 と して 働

き，そういうメカニズムが人 々をして強 く同調行

動をとらせたのかもしれない。

 人間の性格や心理や行動が，社会的 ・歴史的諸

条件によって影響を受けていることは 自 明 で あ

り，それらの諸条件を明らかに してい くことを通

して，その時代，その社会に特有の人間の心理を

理解 してい く努力も必要であろう。周知の通 り，

Riesman(1961)が 人口過程，産業過程と結びつ

けてアメ リカ人の社会的性格の変化を 「伝統指向

型」 「内部指向型」 「他者指向型」とにまとめて

いる。丙午迷信とそれへの人々の反応行動をこの

類型にあてはめて考えてみることが厳密な意味で

妥当かどうかは別途検討されるべきことがらであ

るが，現代日本人の社会的性格をRiesman風 に，
“レーダーをつんだ 貸しボー ト”のようだと表現

すること が 出来るか もしれない(早 坂，1966)。

「レーダー」とは 「た.'Z.ず電波 を 四方 に 放射 し

ていて，微細な反応でもあれぽ， そ れ に 合 うよ

うに自己自身を方向づけようとする」他人指向型

を表わし，また 「貸しボー ト」とはrボ ー ト(社

会)の 位置は時間とともに変わっても，漕 ぎ手は

いつも後(過 去)を 向いている」伝統指向型を表

わしている。内部指向型の人間のように， 「厳密

かつ自明の伝統指向にたよらずに，社会的に生 き

てゆ くことのできる性格」の人間は， 自分 自身の

うちに内化 された個人的規範， ジャイロスコープ

(羅針盤)に 基いて行動するので，丙午の迷信や

丙午に対する他の人hの 反応などに よって彼の行

動が大きく影響されることはないと も考 え られ

る。 それに対 して， “レーダーをつんだ貸しボー

ト”型の社会的性格の場合には，自己の うちに行

動の規範を内化している内部指向型とちがって，

「さまざまな儀礼や，日常的慣習や，宗教」をも

含めた伝統的な 「過去何世紀にもわたってせいぜ

いほんの少ししか修正を うけずにつづいてきた行

動様式」，丙午の場合で言xぽ ，昔から人hに よっ

て語 り伝えられてきたことがらがそれが 「迷信」
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とよぼれようと気になることや，「世間」という言

葉で表現される日本人独特の集団意識あるいは日

本の広い意味での伝統的文化等によって基本的に

は制約されつつ(伝 統指向)，しかも自分は丙午を

本気で信じなくても他人が丙午に対 してどう反応

するだろうか非常に気を配 り，他人が信 じるかも

しれないとい う不安や，もし他人が丙午年の出生

回避をするならそれに合わせようとい う型の同調

行動をとることになるのかもしれない。 しかしな

がら，ここで 日本人の世間への同調性を「伝統的行

動様式」とみるかのあるいはRiesmanの 言 う「他

人指向型」にな らって，「日本人の行動様式は他人

指向的同調性に昔か ら特徴づけ られている」と見

るかに よって意見のわかれるところとなろう。

 次に，丙午の出生回避行動を， 「選択行動」と

して考xて み よう。この場合の前提としては，「丙

午年の出生を人々が回避したとい う事実は，何も

特に “社会的性格”や心理的要件をもち出すまで

もな く，単にその年の女児出生が人hに よって忌

避 されるかもしれない(あ るいは忌避 される)な

ら，その該当期間がわずか1年 にしかすぎず，受

胎調節 も可能ではあるし，翌年まで再生産活動を

延期 したにすぎない」とする考えであ り， 「たま

たま1966年 に出生するかもしれない時に，66年 の

代わ りに65年 ない し67年の “安全な”年に生み早

めたかあるいは生みのぼ しただけで時期のわずか

な調節として丙午年をr選 択』しなかった」とす

る考x方 である。迷信とつなが りのある66年の出

生には将来 「個人的にマイナスとなる」可能性が

存在し，一方，わずか1年 の違いでそれ以外の年

には，プラスとなる可能性こそないが，マイナス

となる可能性は全 くない。親の方で，いずれの年

に出生 しようと大 きな違いのない場合は当然マイ

ナスの可能性のない方をとるということになる。

 このような考}x方 は，近年，出生力の研究にお

いて注 目を集め，洗練 されて きている，“Utility-

Cost” 理論の中にも見出される考x方 と通ずるも

のがある。基本的な考xはLiebenstein(1957)に

よって提出されBecker(1960)等 によって発展さ

せられたものである。出生力のこの説明は，第1

に，人hは 彼らの出生力に関し合理的(理性的)に

振舞 う，即ち，望ましい子供数の決定に関する問

題 に対 し大 ざ っぱ な計 算 を して い るか の如 く行 動

す る， 第2に ， これ らの計 算 は， 子 供 を も う一 人

もつ こ とか ら くる金 銭 的 ・心 理 的 “費 用(cost)”

と満 足 な い し “効 用(utility)” と の “収 支 ” に

対 し向け られ て い る， とい う二 つ の前 提 に 基 い て

い る。 従 って ， こ の考x方 に よれ ぽ ， 丙 午 年 に 子

供 を 出生 す る こ とは ， そ れ が ① も し女 児 で(リ ス

クは50%と きわ め て 高 く)， ② 将 来 そ の 娘 が 結 婚

適 齢 期 に な った 時 及 び そ の 後 被 る か も し れ な い

“不 利 益 ” 及 び ③ そ こか ら受 け る か も しれ な い 老

い た 親 の 側 の “損失 ” とそ れ に対 して 払 わ ね ぽ な

らな い “費 用 ”， 並 びに ④ そ うい った こ とが は っ

き りす る ま で の く予 期 不安 〉 と して の 心理 的 コス

ト等 ， それ らを考 え る時 ， 丙午 年 の 出生 にか か る

“総 費 用 ” は
， そ こか ら得 られ る “効 用 ” よ りも

大 きな も の と な る。 従 って100%の 確 率 で 男子 の

出生 の みを 期 待 で き な い場 合 ， 当然 出生 力 が低 下

す る こ とに な るわ け で あ る。 しか しな が ら， 丙 午

年 の出 生 が “マイ ナ ス 面 ” ぼ か りを もた らす か と

い うと， そ うで は な い。 な ぜ な ら， そ の 年生 まれ

の 人 口が きわ め て 少 な い場 合 ，需 給 関 係 で 他 の 年

に生 ま れ た 時 よ りも “得 ” をす る場 合 が あ るか ら

で あ る。 例 え ば， 入試 地 獄 を免 れ る し， 将 来 就 職

の場 合 な どそ の数 の少 な い こ とか ら他 の年 生 まれ

で は得 られ な い よ うな プ ラス が存 在 して い る はず

で あ る。 そ こか ら得 られ る“利 益 ”を考xる な ら，

前 述 の よ うに 丙 午 年 出生 の “費 用 ” は 必 ず しも常

に “よ り大 きい ”とは 限 らず “効 用 ”の 方 が大 きい 可

能 性 も充 分 あ る。 しか しな が ら実 際 の 出 生 結 果 は

既 に 何 度 も繰 り返 され て きた よ うに 史 上 初 め て の

著 しい 激 減 とな った の で あ る か ら， この “Utility-

Cost” (効用一 費 用)を 考 え た 丙 午 年 の 出生 回避

とい う “選 択 行 動 ” に お い て ，人 々は “効 用 ” よ

りも “費 用 ” の方 が 大 きい と見 た の で あ ろ う。

 と ころ で ， 丙午 迷 信 の対 象 は “女 性 ”で あ り“男

子 の 出生 ” につ いて は， 丙 午 年 に何 ら不 都 合 な点

は な い。 従 って ， 考 え よ うに よって は 本 研 究 は

「婦 人 研 究 」 と も関 連 して こ よ う。 即 ち， 丙 午 年

に 出生 した 女 性 は “結 婚 ” に 縁 遠 い とい うの が 迷

信 の 内容 で あ るか ら， “結 婚 ”が 女 性 に と って 幸 福

に な る 唯 一 の 道 で あ る と して 広 く人 々の 間 で 考x

られ て い る こ とが 迷 信 を 補 強 す る社 会的 条件 とな



表16 女性 の年齢別'iえ均賃 金(1966年)

年  齢

 ^一18

18^19

20^一24

25～29

30^34

35^一39

40～49

50～59

60^一

男 性 賃 金@

 1G，000

 20，GOO

 27，900

 35，600

 42，500

 47，400

 52，200

 50，700

 36，400

女 性賃 金⑮

 14，800

 17，200

 19，900

 21，500

 22，200

 22，800

 22，200

 22，800

 19，200

 格   差

⑯/@刈qρ)%

  92.5

  83.5

  71.3

  60.4

  52.2

  48.0

  42.5

  45.0

  53.0
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平 均 36，600 20，300 55.4

(注)有 地亭 「婦人 の地位 と現 代社 会」法律文化社，

  1971，p・82所 収。原資料は労働省 「賃金構造

  基本調査 ・製造業，年令別性別定期給与」。

って くる。すなわち，人hが “結婚”を女性の幸

福への 「鍵」であるとそれほど強 く，そ してまた
一般的にも考えないとしたら，人hは これほどま

でに丙午の迷信に関心を払わないか もしれないし

左右されることもなかったであろうと思われる。

人々の丙午への反応は，日本社会における“女性”

の地位の一つの反映とみることはできないだろう

か。表16は ，1966年 当時の日本社会の中での女性

の地位を一つの経済的指標でもって表わ したもの

である。それによれば，男性女性の賃金格差は年

齢の上昇に伴って縮小するどころか拡大している

のである。 これにはもちろん女性が重要な地位に

ついていないことや，社会的な女性の待遇差別な

ども含んでいる。かつてVogel(1963)は 「…女

にとっては妻となる以外には社会的に是認される

ような選択の道がなかった」と， 日本の社会を描

いたが，こうした日本の女性のおかれている社会

的状況は，人hに とって丙午年の女児の出生を抑

制する強い内的動因へ影響を与えた社会的背景を

構成 していたと見ることもできるだろう。

 来るべ き丙午年，2026年 ににはどういう状況が

現出するであろ うか。本稿に報告 した私たちの分

析は，問題の複雑性に比していまだ不十全ではあ

るが，丙午年の出生激減が 「丙午迷信」そのもの

ものよりは迷信に対する人hの 感応性一 とくに人

為的な出生抑制一により深 く関係していることを

抽出した。2026年 には1966年 当時 よりもっと安易

でしかも効果の高い抑制手段(避 妊方法)が存在 し

ていることであろ う。そ うであるとすれぽ，問題

はそれにかかわる人間の 「動機」の問題如何にか

かわってくる。 この人間の動機づけは，行動主体

者(人 間)の 価値観 ・生活態度 ・意識 と深 く結び

つ くものであ り，さらにはより広い社会全体の構

造的変化 とも関係して こよう。まことに 「予測」

は難し業かな，であ り，この種の研究が一層望ま

れる所以でもある。
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